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開議 午前１０時００分

◎開議の宣告

○議長（疋田俊文） おはようございます。

ただいまの出席議員は13名で定足数に達しておりますので、平成29年第２回定例会を開会

いたします。

これより本日の会議を開きます。

──────────────────────────────────────────────────

◎一般質問

○議長（疋田俊文） 本日の日程は一般質問です。

それでは、順に質問を許します。

──────────────────────────────────────────────────

◇ 西 村 潔

○議長（疋田俊文） １番目に、西村 潔議員、登壇の上、質問願います。

○９番（西村 潔） 議長。

○議長（疋田俊文） 西村議員。

（９番 西村 潔 登壇）

○９番（西村 潔） 皆さん、おはようございます。

それでは、議席番号９番、西村 潔が、通告書の内容に従いまして質問させていただきま

す。

まず１つ目、河合町の活性化に向けてという題でございます。

人口減少が続く社会の流れの中で、今後10年後の河合町のまちづくりに向けてどのような

課題とか認識を持っているのか。町の一所見を改めてお聞きしたいと思います。

具体的には次のとおり質問させていただきたいと思います。

まず１、今後10年間のまちづくり構想はどういったものなのか。①として公共、民間を問
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わず町内にある施設のコンパクト化、集積ですね。この構想について、町としてどのような

所見を持っておられるか。②番目、農地の管理集約化です。農地をどのように活用するのか、

担い手の確保など農地の活性化について行政がやるべきこととは一体何か。具体的には、例

えば耕作放棄地解消に向けての町の施策の一つとして、税制の見直しは町としてできるはず

なんですね。こういうことを具体的に考えているのかどうか。それから民間側としては、農

地の活用とか、農作物の育成、加工などができる農事組合法人、あるいはいわゆる農業法人

の設立を支援する、そういうお考えがあるのかどうか。③番目、これは行政職員の方の問題

でございますけれども、町の職員さんの人材養成と確保のために新たに処遇待遇とかキャリ

アパス制度について、町はどのような認識を持っていますか。また、今後検討するお考えは

あるのかどうかですね。

２番目、今後10年間の行財政シミュレーションについて示していただきたいと思います。

まず１つ目、まちづくりの基本である河合町の人口動態を見ることは非常に重要でございま

す。全体の人口の将来に加えて、いわゆる高齢者である65歳以上の人口あるいは15歳以下の

若者の人口の推移を含め、我々に提示をしていただきたいと思います。②現時点で試算でき

る歳入額、一体これからお金、どれぐらい入るんやと、それから歳出額の推移を一応示して

いただきたいと思います。それから職員さんの推移。過去にもデータをお願いしたことはあ

るんですけれども、年齢構成が非常に偏っているというのがございました。今後10年間で職

員さんの数はもちろんそうですけれども、年齢構成でいろいろ変わっていくと思いますので、

その辺のシミュレーションもお願いしたいと思います。

３番目、行政業務のスリム化に向けて、今まで取り組んできたことを説明していただきた

いと思います。今後外部パワーを利用した施策について、以下の３つの項目についてお考え

をお聞かせいただきたいと思います。

まず１つ目、現在シルバー人材センターがございますけれども、これの自立と活用につい

てどのような施策として考えておられるのか。②社会福祉協議会の事業として必須と任意事

業というのがございます。これらの見直しをしていくのかどうか。特にその中で今、福祉有

償運送という制度がございます。この福祉有償運送を一部買い物なども含めて拡大をされて

おりますけれども、さらに充実した福祉有償運送を実現するためには、一つの提案でござい

ますけれども、寄附受け付け方法について見直しを検討していただけるかどうかですね。こ

れについての所見をお聞かせください。３番目、個人や団体などによる行政業務の民間委託

や活用について、今までの実績と今後どのような予定をしておられるのか、具体的にあれば
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教えていただきたいと思います。

次、大きく２番目、町の情報公開と情報発信について質問いたします。

町の情報公開と発信について、町はどのように基本的に考えておられるのか。そこで１つ、

１番目ですけれども、現在の方法についてお考えを聞かせていただきたいと思います。

まず①ですけれども、ホームページのあり方、過去にも質問させてもらったことがありま

して、かなり変わってきていると思いますけれども、ホームページのあり方についてどのよ

うに考えておられるのか。それから②広報誌ですね。この内容についてもいろいろ変わって

きておりますけれども、どのように今後も変えていくのか。それから、③テーマごとの集会

とか説明会を持たれるかどうかですね。

それから２番目、情報の対象者として、従来は河合町の住民や勤めている人との制限があ

るんですね。現在の状況と今後その対象者を、まず河合町の住民、あるいは住民以外、それ

からもう一つは外国人も含めて情報公開をしていくのか、あるいは情報発信をしていくのか

についてのお聞かせをお願いしたいと思います。

３番目、それでは一体何を公開するのか。情報提供していくのかということについて、一

応、町のガイドラインがあるかと思うんですけれども、このガイドラインについてあれば説

明していただきたいと思います。そこでまず、行政実務のデータの活用というのがあります

ね。例えば基本データ、人口とかいろいろございますね。それからビッグデータというのが

ありますね。国もこのビッグデータをどう活用するかとか、あるいは独占しないようにしよ

うとか、公取のほうも一応注目を浴びているテーマでございます。それから、②町の事業や

施策、例えば福祉関係、財政状況などどこまで公開をするのかということについてのお考え

をお聞かせください。次、③番目、これは町のＰＲです。例えば文化的な遺跡とか、あるい

は歴史の問題とか資源とか観光など、こういう問題をどこまで河合町としてＰＲしていくの

か、あるいは発信していくのかということですね。

こういう問題について、実行するために４番目は発信力の向上のために河合町の内部の中

で養成をどのようにしていくのか、あるいは外部の活用をどうしていくのかということにつ

いてお聞かせいただきたいと思います。今後どのような予定があるのかどうかですね。

次３番目、河合町のバリアフリー基本構想について質問いたします。

まず、１番目は基本構想計画に沿った実績ですね。計画できてから今までどういう実績が

あったのかどうか、あるいはその進捗状況ですね。途中の進捗状況です。それから２番とし

ては、このバリアフリー化を進めるための課題というのがあると思います。その課題として
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は、①として、交通の環境、例えば道路、駅、バス停などを整備する上で問題点はどうある

のか。法律的な問題点、予算の問題点はあると思いますけれども、それを総括的に町として

どう考えているのかどうかです。それから②は、ちょっと具体的ですけれども、公共施設の

バリアフリーに係る費用は一体どれぐらいかかると予定されているのかどうか。③民間の商

業施設などのバリアフリーにかかる費用は、例えば公的補助制度があるのか、あるいはこれ

からつくろうとしているのかどうかです。こういうことについての意見を求めます。

次３番目、財源の確保と実施時期なんですけれども、①として鉄道会社、バス会社、タク

シー会社などのそれぞれの交通機関に対してどのようなアプローチといいますか、対応をと

ってきたのかですね。②公共施設のバリアフリー予算というのは過去どれぐらい使ったのか

どうか、あるいは今後どのように使っていくのか、あるいは今後の予算にどう反映していく

のかについてのお考えをここでお聞きしたいと思います。それから、③としては、商業施設

などを所有している民間に対してどのような指導とか連絡とか連携してきたのかどうか、促

進を要請してきたのかどうか、これについての実績をお聞かせください。

次４番目、町の役割として何ができますかという視点なんですね。①として、例えば住民

から要望や提案があったと思います。これらの提案、要望に対して町はどのように対応して

きたのか、これが１つ。２番、過去に住民の要望や提案に対して検討がなされ、可否につい

てどのような方法で通知したのかどうか、具体例があればお示しをお願いしたいと思います。

次４番、河合町の公共交通基本計画についてです。

まず、河合町の公共交通基本計画とその進捗状況について説明してほしいと思います。過

去の検討内容、交通機関の関連者の方が集まって委員会を開いていると思いますけれども、

何をどう検討されたのかどうか、今後もそれを開くのかどうか、どういう目的で開くのかど

うかですね。それから、②住民からの要望や提案に対する町の対応なんですけれども、これ

もいろいろ個別の案件、個別の提案が出てきたと思います。こういうことに対して具体例が

あれば、その対応についてどのような方法で報告しているのか、回答しているのか。今後の

河合町公共交通基本計画というのをこれからどのようにしていくのかということで、これに

ついて答弁をお願いしたいと思います。

以上でございます。よろしくお願いします。

○企画部次長（森嶋雅也） はい、議長。

○議長（疋田俊文） 森嶋企画部次長。

○企画部次長（森嶋雅也） それでは、私のほうから１点目、今後10年間のまちづくり構想に
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ついての①町の施設のコンパクト化について回答させていただきます。

本町には、常に20年先の将来像を見据えたものといたしまして、夢ビジョンがございます。

また、街再生総合戦略では平成31年度までに取り組むべき重点施策を定め、推し進めている

ところでございます。

人口ビジョンにおきましては、少子高齢化が進む中、河合町の目指すべき人口を2060年時

点で１万5,500人と考えております。これまで我が国が経験したことのない人口減少を前提

としたまちづくりを進めていかなければならず、その規模に応じたまちづくり、例えば公共

施設の再編や駅を中心とした立地適正化策、いわゆるコンパクトシティ・プラス・ネットワ

ークなどの検討が必要になると考えております。奈良県との包括連携や都市計画マスタープ

ラン、あるいは民間資金を活用した事業の導入など多岐にわたる項目との整合、調整が必要

になることから、町民の皆様の思い、希望をしっかりと受けとめて、河合町の総合的かつ具

体的なグランドデザインを慎重に描いていきたいと考えております。

次に、順序が前後しますが、大きな２番、町の情報公開と情報発信について回答させてい

ただきます。

情報発信ツールといたしましては、広報誌、ホームページ、ＳＮＳ、各種教室や意見交換

会、イベントでの啓発、駅での掲示、総代自治会長会などの各種団体を通じての周知、プレ

スリリース、さらには防災行政無線などがございます。このうちホームページにつきまして

は、昨年末にリニューアルし、トップページに移住・定住サイトを追加するとともに新着情

報を表示することでアクセス数が増加しております。また、多言語翻訳機能を持たせ、外国

人への対応もしております。

広報誌につきましては、情報発信の柱と捉えております。情報の告知だけでなく、まちを

好きになってもらう、まちづくりに参画してもらうという目標を定めまして、広報が人を、

まちを動かすを常に意識し、表紙にこだわり、まずは手にとってページをめくってもらえる

ように心がけております。

次に、説明会等につきましては、これまでも夢ビジョンや街再生総合戦略、認定こども園

など、町の重要課題を検討する際には実施しております。今後におきましても一方的な情報

発信だけでなく、しっかりと受けとめてもらえるようプロモーションしてまいりたいと考え

ております。その一環といたしまして、来る７月８日に町長とのタウンミーティングを開催

する予定でおります。町の現状と当面の行政課題について説明するとともに、住民の皆様か

らの意見を聞かせていただき、今後のまちの活性化につなげていく予定でございます。
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情報発信につきましては、我々職員のスキルアップが必要なことは言うまでもございませ

ん。平成23年度から立ち上げました自治会ニュースコンクールは河合ブランドとして定着し

ておりますが、好ましいニュースの形を探ることで、参加団体だけでなく、我々職員の気づ

き、スキルアップにもつながっておりますので、今後もこれを継続していきたいと考えてお

ります。また、これまでもさまざまな情報発信能力向上やイベント力向上の研修に参加して

おります。今後も積極的に能力向上に努めてまいりたいと考えております。

以上です。

○地域活性課長（福 照弘） はい、議長。

○議長（疋田俊文） 福 地域活性課長。

○地域活性課長（福 照弘） 私のほうからは②の農地の集約化、活用、担い手の確保など、

耕作放棄地解消に向けての町の施策、税制の見直しなどについて回答させていただきます。

多様な担い手の確保が喫緊の課題であると認識しております。一方、住民の農業、家庭菜

園などへの関心は高まっている中、農業へ気軽に参画できる仕組みを現在実施しているたん

ぼの楽耕を通じて、全町的に展開していく必要があると考えとおります。今後は、農業者と

町民双方のニーズをマッチングできる具体的なシステムづくりを検討してまいります。

また、農地の集約化についても、農地の貸し借りなどができる農地中間管理機構を活用し

て、規模拡大を希望する農業者などに農地のあっせんを図ってまいります。具体的には担い

手の集積、集約化を図るため、農地中間管理機構が農地の出し手と受け手の間に入り、推進

するもので、奈良県においては公益財団法人なら担い手・農地サポートセンターがこの業務

を行うことになります。

耕作放棄地解消対象対策として、農業への活用が図れない農地については、景観作物、菜

の花、コスモス、ヒマワリの植えつけなど、他の活用を検討していくことも考えてまいりま

す。

また、町独自の税制処置はございませんが、耕作放棄地の課税強化として対象農地の固定

資産税が約1.8倍に、この制度は耕作放棄地が周辺に与える影響を考慮して、平成29年度か

ら始められた制度でございます。毎年農業員会が実施する農地利用状況調査によって、耕作

放棄地と判断された農地の所有者に対して、農地利用意向調査を行い、その結果、引き続き

耕作や管理がされていないと判断された場合は翌年度から固定資産税が約1.8倍になります。

以上でございます。

○総務部次長（木村光弘） はい、議長。
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○議長（疋田俊文） 木村総務部次長。

○総務部次長（木村光弘） それでは、私のほうから２点ご回答させていただきたいと思いま

す。

１点目につきましては、河合町の活性化に向けての職員の人材養成と確保という点でござ

います。

人事施策としましては、権限移譲、事務事業の増加も考慮しまして、また多様化する住民

のニーズに適切に対応し、より質の高い行政サービスを限られた職員数で提供していくため

には職員の能力を最大限に活用することが必要だと考えており、このために職員一人一人の

能力及び資質の向上に取り組み、職員研修の充実を図り、みずから考え行動する人材を養成

することが重要だと思っております。

現在、職員数の状況につきましては、ピーク時、平成７年度からの状況を見てみますと、

269名に対し、平成29年度では166名、103名の減数となっております。今後におきましては、

現有人員、他団体、類似団体を基準としまして、基本その年に退職により減数となる必要最

低限の職員を採用する方向で、また学力重視だけではなく、精神的な強さやコミュニケーシ

ョン能力を持った確かな人材を確保していきたいと考えております。

職員の養成につきましては、企業が実施しておられますキャリアパス人材育成制度とは異

なりますが、市町村職員研修センターが実施いたしております新規採用職員から新任課長ま

での階級別における研修、また専門事務研修などを有効に活用するとともに、町独自の研修

も実施するなど人材の養成に努めてまいりたいと考えております。

次に、２点目の町の情報公開と情報発信の中での行政事務データについてでございますが、

当町でのデータ公開状況は人口公共施設、土地、防災観光などオープンライセンスの元デー

タ情報をホームページ上にできる限り公開はしておりますが、二次的な利用、機械判読可能

なオープンデータとしてではございません。要するにこれらオープンデータがございません

ので、誰もが共有・活用することは今のところはできておりません。ただ、昨年、行政デー

タにつきましては、国・地方公共団体のみならず企業等も含め、円滑なデータ流通を実現す

るための社会基盤を構築する上で必要となる施策が盛り込まれました官民データ活用推進基

本法が平成28年12月に公布、施行されました。この法律は官民のデータ活用を前提とした社

会に適応するものに転換し、官民双方がおのおの所有するデータをみんなで共有・活用でき

る環境を整備するに当たっての基本的な考え方、施策の内容など定めたものであります。

この法におきましては、国・都道府県では官民データ活用推進計画の策定が義務づけられ
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ておりますので、今後この計画を策定されます国・県の動向を注視していき、当町において

も検討してまいりたいと考えております。

以上です。

○財政課長（上村卓也） はい、議長。

○議長（疋田俊文） 上村財政課長。

○財政課長（上村卓也） 私のほうからは、河合町の活性化に向けて、その２つ目としまして、

今後の10年間の財政シミュレーションについてということで回答させていただきます。

財政シミュレーションにつきましては、今年３月の財政健全化計画の見直しに伴い、平成

29年度から36年度までの８年間の歳入歳出収支見通しを作成しております。

この収支見通しに用いております人口につきましては、人口推計に基づいており、各年齢

層の人口推移を考慮し、町税や地方交付税、また医療費などを見込んでおります。

なお、人口推計におきましては、人口減少や少子高齢化に伴い、全体人口及び14歳以下の

人口が減少しております。一方、65歳以上の人口が増加する見込みとなっております。また、

職員数につきましては、団塊の世代の退職等により、職員数が減少傾向にあることから、し

ばらくの間は前年度末退職者と同数を新規採用し、現状の職員数を確保することを基本とし

て人件費を見込んでおります。

町といたしましては、この歳入歳出収支見通しを基本に、今後の社会経済情勢や国の地方

財政対策などへの柔軟な対応、また町の新たな施策、事業等を反映していく必要があること

から毎年度見直しを行ってまいりたいと考えております。

以上でございます。

○特命担当課長（梅野修治） はい、議長。

○議長（疋田俊文） 梅野特命課長。

○特命担当課長（梅野修治） 私のほうからは、河合町の活性化に向けてシルバー人材センタ

ーの自立についてお答えさせていただきます。

現在シルバー人材センターの職員は、正職員２名とパート職員２名が勤務しております。

そこに町職員が局長として勤務し、人件費は町負担となっています。今では受注契約金額も

約5,400万円となっています。また、29年度からは介護予防・生活支援サービス事業として

の地域のニーズから、家事援助サービスが高まることからも、現在、女性会員等を募集すべ

く進めております。

これらのことから、町職員局長職を会員から選出すべく自主運営を目指し、理事会におい



－11－

て議論を進めてまいりたいと考えます。奈良県シルバー人材センターの指導を受けながら平

成30年度からの自立に向けて準備を進めてまいります。

以上です。

○高齢福祉課長（山本孝典） はい、議長。

○議長（疋田俊文） 山本高齢福祉課長。

○高齢福祉課長（山本孝典） 社会福祉協議会の今後の役割について答弁させていただきます。

社会福祉協議会は、社会福祉活動を推進することを目的とした営利を目的としない民間組

織です。地域が抱えているさまざまな福祉問題を地域全体として捉え、その活動を通じて福

祉コミュニティづくりと地域福祉の推進を目指す活動を行っております。そのため、原則と

して社会福祉協議会の自主財源で賄うことのできるものについては同協議会が拠出していま

す。また、自主財源は主に社協会員からの会費や共同募金の配分金、介護保険事業の収入、

奈良県や河合町からの受託事業費となっています。しかし、現状では、協議会の自主財源だ

けでは人件費を賄うことができていません。町からの人件費の不足分を補助金として交付し

ていただいているのが現状です。

今後の役割としても、地域の人々が住みなれたまちで自分らしい暮らしを人生の最後まで

続けることができ、医療、介護、住まい、生活支援が一体的に提供されるよう、介護予防・

日常生活支援総合事業の多様な各種福祉サービスの充実に努めます。なお、河合町社協で取

り組んでいます福祉有償運送は、県下でも数少ない高齢者の移動支援サービスであり、これ

らの特色を生かし、地域福祉活動の拠点として役割を果たしていきたいと考えます。

また、社会福祉協議会への寄附については、指定寄附を受けることができますので、今後

取り入れていきたいと思います。

以上です。

○まちづくり推進部次長（中山雅至） はい、議長。

○議長（疋田俊文） まちづくり推進部次長。

○まちづくり推進部次長（中山雅至） 私のほうからは３番目の河合町バリアフリー基本構想

計画、４番目の河合町公共交通基本計画についてお答えさせていただきます。

平成26年に策定したバリアフリー基本構想につきましては、その翌年に基本構想に定めら

れた特定事業の推進を図るため、高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律の

規定に基づき、特定事業計画を策定した上で事業を進めているところです。

３番の２番として課題とは何か、財政の確保と実施時期については、事業を進める上の課
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題といたしましては、まず財源の確保に関することが挙げられます。道路などの生活関連経

路を整備する際には、他の事業でも活用しております社会資本整備総合交付金が活用できる

場合も多いですが、建築物の整備に関するものについては、大規模な移動円滑化を目的とし

たものに限られるなど、本町の基本構想で定められた比較的小規模な事業には使い勝手が悪

いことから財源を確保することが困難です。

また、民間施設の整備に関しましては、改装の時期でなければ対応できないといったそれ

ぞれの企業としての方針をお持ちの場合が多く、ほとんどの事業が長期目標となっていると

ころが課題であると捉えております。

なお、それぞれの事業の実施につきましては、特定事業計画で定めた時期を基準に進めて

まいりたいと考えております。

４番目に町として何ができるのか。

多くの方が望まれている佐味田川駅のバリアフリー化に関しましては、国の方針や事業者

の方針などの兼ね合いもあり、早期に実現することはできません。しかし、そのような状況

下にあっても町単独でできることは進めてまいりたいと考えており、例えば段差のある佐味

田川駅を利用しなくても町外へ移動できるよう、豆山きずな号のルートを変更し、段差のな

い駅や停留所に接続していることなど、町としてできることの例であると考えております。

次に、大きい４番の河合町公共交通基本計画について答えさせていただきます。

公共交通基本計画の進捗状況等につきましては、これまで地域公共交通の活性化及び再生

に関する法律に基づき、地域公共交通総合連携計画の策定を目指し、協議会を設置して取り

組んでまいりました。

この地域公共交通総合連携計画につきましては、素案の段階まで作成が完了しており、計

画に基づく事業として定時定路線のコミュニティバスの運行を目指しておりましたが、議会

からデマンド交通に関する検討も必要であるとのご意見をいただきましたので、一旦コミュ

ニティバスの運行を見合わせるとともに、福祉有償運送の拡充を行い、デマンド交通に対す

るニーズ調査も行ってまいりました。その間に地域公共交通の活性化及び再生に関する法律

が改正され、改正後の法律に基づき奈良県と県内市町村が参画して、地域公共交通網形成計

画を作成したなど情勢に変化が生じております。よって、今後は奈良県や近隣市町村との連

携を目指してまいりたいと考えております。

以上です。

○９番（西村 潔） 議長。
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○議長（疋田俊文） 西村議員。

○９番（西村 潔） 河合町の活性化についての答弁の中で、夢ビジョンとか戦略会議等出て

くるわけですけれども、非常に遠い話だと思います。一応10年計画で何ができるかというこ

とでシミュレーションをお願いしたわけですけれども、多岐にわたるわけですね。建物だけ

じゃなくて、人材の養成も含めて10年間をどうしていくのかと。特に財源が一番大きな問題

やと思いますね。特に今、財政課のほうからありましたように2060年で１万5,500人の目標

ということですけれども、この目標でもってやった場合にシミュレーションとして収入を確

保できるかどうかとか、その辺のところが非常に我々としては不透明です。

それから、河合町で公共施設、民間を問わず町内においてのコンパクトシティ化ができる

かどうかというところがちょっと私わからないんですね。全国的には青森県とか青森市とか

富山市はもう既にやっているわけですね。それを推進するために税制の見直しをやっている

わけですね。遠いところに住んでいたらいろんなサービス受けられませんよ、税金高くなり

ますということを施策でやっているわけですけれども、河合町自身がコンパクト化を目指し

ているのかどうか、そのためにはどういう、例えば施設を集約していくのかどうかとか、そ

ういうようなことで税制も含めてどの程度お考えになっているのか、ちょっと今の答弁で見

えてこないんですね。必要があるのかないかということについてのその辺のことも明確にし

ていただきたいと思います。いかがだったかどうかですね。

それから処遇改善、町職員さんには私はもっと頑張っていただきたいと思っているわけで

すね。そのためにはやっぱり目標を持っていただくと、いつも人事政策については人事院勧

告に基づいて上げ下げをしているということだけじゃなくて、今の答弁では職員センターが

行っている研修ということなんですけれども、私はもう一歩突っ込んで、こういう業務をや

ったらこういうふうに給料が上がるとか、手当がつくとか、要するにキャリアパスですね。

こういう経験をしたらこれだけ給料が上がるよという河合町独自で職員さんが活性化できる、

そういう仕組みをつくってほしいなと思っているわけです。

ただ他力本願で、職員センターでやっている研修を受けてもらうとか、独自でやっている

研修を受けてもらうというのは、ただ単なる研修の断片的なことやと思うんですね。そうじ

ゃなくて、職員さん自身がこういう業務をすれば、こういう勉強をすればこうなるんだとい

うようなことを具体的につくっていかないと人間が減ってくるわけですからね。その辺のと

ころをやっぱり明確にしていけるかどうかというところを今後10年間でやっぱり目指してほ

しいと思っているんですけれども、今の回答ですとなかなかぴんとこないという回答なんで
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すけれども、その辺についてのやはり今後、検討してもらえるのかどうかですね。我々住民

にとっても大事なことなんで、サービス低下をしないように、そういうことで職員さんに頑

張ってもらう。頑張ってもらうためには組織とか仕組みを変えていかないといけないという

ことになりますので、その点について強く要望したいと思います。

それから、職員さんの今関連して、職員数は減らさないと、166名ということで、退職者

が減った分の職員さんを採用していくということなんですけれども、そうしますと10年間で

かなり変わってくるかと思いますので、そういう意味で今申し上げました人事政策について、

処遇待遇とかキャリアパスを構築していかないと若い人は入ってこないというように思いま

すので、ぜひ検討してほしいと思います。

それからあと、以前にも一般質問させてもらったんですけれども、行政の業務をスリム化

する。これは、先ほど３つほど挙げましたけれども、そうじゃなくて、例えば民間の人がや

ってくれる、本当に行政職員さんでないとできない以外のものは、極力委託とかあるいはボ

ランティアとか、例えば玄関に受付を設けてもうてボランティアの方に来てもらうと、これ

も一つだと思うんですね。そういうようなことをやっぱり考えていかないといけないと思い

ますね。玄関はかなり変わりました。だけど、やっぱり一番大事なのは人なんで、その辺の

ことをもう少し考えていただきたいと思います。

それから、町の情報公開と発信なんですけれども、ここでちょっと質問したいんですけれ

ども、町のＰＲ、私は前からちょっと言ってはいるんですけれども、ホームページに外国人

に対して英語で体験記とかＰＲをしてもらうようなのをつくってほしいです。今、ＳＮＳと

かいっぱいありますけれども、ホームページで外国人にも見てもらえるようなホームページ

にしてほしいということなんですね。広報誌でちらっと半ページほど出ておりますけれども、

そうじゃなくて、もっと魅力ある、河合町はこんなものだということを英語で発信してほし

いんですね。だから、外国人も含めてやっていかないとこれからは競争していかないといけ

ないわけですから、当然そういうことも考えていただきたいと思いますけれども、この点に

ついてご回答をお願いしたいと思います。

それから、バリアフリーですけれども、住民からいろいろ出てきたと思うんですね。その

具体例を回答してほしいんですね。例えばどういうかというと、佐味田川の駅をエレベータ

ー化するという計画があるけれども、これはもうできないんだということなのか、あるいは

それにかわるような方法、今おっしゃっているように高塚台とか佐味田川へ行く人、みんな

池部まで行くとか、そういうことはわからないわけですよね。だから、その辺のことを例え
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ば住民から提案が過去出ていると思うんですね。その出たことに対してどういう回答をして

いるのか。ただ個別で自治会から出たら、はい、回答しましたで済んでいるのかどうかです

ね。そこのことについて具体的に回答をお願いしたいと思います。

それからバス、バス停の中で、やっぱりこれから高齢化になってくるわけですから座りた

いとおっしゃるわけです。ベンチをつけてほしい。ベンチつけることで法律的に問題がある

のかどうか、費用的にどうなのかということを私は答弁をお願いしたいと思います。

それから、公共交通ですけれども、これは公共交通と、それから河合町がやっている自主

的なデマンドバスとかそういうコミュニティバスとかあるんですけれども、民間ができるよ

うな施設というのは、これは今までの答弁ではなかなかできないということだったんですけ

れども、そのことについて、例えば行政が今やっているすな丸の拡大を今後どのようにして

いくのかについて、もう一回答弁をお願いしたいと思います。

○企画部次長（森嶋雅也） はい、議長。

○議長（疋田俊文） 森嶋次長。

○企画部次長（森嶋雅也） 私のほうからは、町のコンパクト化ということでお答えをさせて

いただきます。

公共施設等管理計画というものが平成29年３月に定められておりまして、それが今議員か

らおっしゃられました青森、富山といったところの先進地の成果がそろそろ見えてきている

のかな、また、その中には成果だけではなくて課題もあると考えております。そういったこ

とを踏まえまして、河合町として今、グランドデザインというのを慎重に進めているところ

ですが、コンパクト化というのは河合町に３駅という資産・資源がございますので、それを

中心とした計画というのは考えていかないといけないと思っています。ただ、立地適正化計

画の中に都市機能誘導区域と住居誘導区域という区域を定めることになるんですが、それ以

外の区域のまちづくりをどうしていくのかという課題が最重要であると考えておりまして、

そのメリット、デメリットというところを慎重に考えながら進めていきたいと思っておりま

す。

次に、ホームページでの英語での発信ということですが、ちょっと話は変わるんですが、

ＡＬＴの教師が河合町におりまして、その情報発信につきましては、若手職員を中心にアイ

デアを出して進めております。その一つとして広報の「ジュリーと英語で話そう！」という

コーナーがございますが、そちらのほうをリニューアルして、来月７月号から親しみやすい

内容に変えていこうという提案がありましたので、それを実現していきたいと考えておりま
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す。

また、ホームページでの体験記等の発表についても積極的に次のステップとして考えてい

きたいなと思っております。

○財政課長（上村卓也） はい、議長。

○議長（疋田俊文） 財政課長。

○財政課長（上村卓也） 私のほうからは収入の財源の確保ができるかということでそれにつ

いて回答させていただきます。

議員のおっしゃいました2060年ということで１万5,500人を目指しているということです。

財政収支見込みにつきましては、現状から将来的な部分で、これでしたら例えば40年先とか

いうことになってくると思うんですけれども、その見込みというのが非常に見込みづらいと

いうことになっております。そのため、本町では８年間の収支見込みということでさせてい

ただいているところでございます。ただ、人口としましては減少していくということで、町

税の収入が落ちていくというのは間違いないというふうには考えております。そのため、町

としましては、街再生総合戦略など独自施策を強力に進め、町の活性化を図り、増収を目指

していく必要はあるというふうに考えております。

以上でございます。

○総務部次長（木村光弘） はい、議長。

○議長（疋田俊文） 木村総務部次長。

○総務部次長（木村光弘） ご質問で、職員が何かをすれば給料が上がるとか、勉強したらそ

ういうような給料が上がるかとかいうようなことに対しての検討をしていただきたいという

ようなご質問でございますが、一応回答としまして、現在職員の評価といいますのは能力、

また業務評価というような形でやっております。いわゆる現業務を遂行するために上げた成

果、改革等に対して評価を職員にしているわけでございますが、今後はそれ以外についても、

職員自体に若い職員もいらっしゃる中、いろいろな企画、アイデア等を出される場合もござ

います。そのような内容も含めまして、今後それらも評価というような形でとれるような形

を検討なりしていきたいなと思っておりますので、よろしくお願いいたします。

○まちづくり推進部次長（中山雅至） はい、議長。

○議長（疋田俊文） 中山次長。

○まちづくり推進部次長（中山雅至） 私のほうからは具体的な提案の回答ということで、高

塚台２丁目の自治会より要望書をもらいまして、そこにまた後から署名活動の書類ももらい
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まして、それについて高塚台２丁目自治会から寄せられている佐味田川駅の改修に関して

2,000名を超える署名が寄せられることは、多くの方が望んでおられるものと認識しており

ます。ご要望いただいた内容につきましては、町としての提案書を添えて近鉄の担当者と協

議させていただき、課題を整理した上で自治会に回答させていただいております。しかしな

がら、要望されている案につきましては、複数の改札口が必要になるなど、近鉄が定める無

人駅の運営方針とは異なる部分が多くあり、また上下移動が約３分の１に軽減されますが、

完全なバリアフリーは実現できないため、町が目指すバリアフリーの方針とは異なるもので

あると認識をしております。

次に、バス停のベンチを設置するのに法的にあるのかということで、バリアフリー法では、

道路管理者はその管理する道路を道路円滑化基準に適合させるために必要な措置を講じるよ

うに努めなければならないというふうに努力義務が規定されております。そこで、道路管理

者が設置しなければいけないんですけれども、一応バリアフリー基本構想では、バス停に関

しての事業としましては、乗降場所への点字ブロックの設置、あとは幅員の確保となってお

ります。事業内容につきましては、策定協議会における現地調査やその後の議論で決定した

ものであり、今のところ新たにベンチを設置する方針はありません。

以上です。

○９番（西村 潔） 議長。

○議長（疋田俊文） 西村議員、まとめてください。

○９番（西村 潔） バリアフリー化は長期にわたるんです。今、具体的な話が出ましたけれ

ども、例えばベンチをつくることについての障害、予算の問題もあるし、道路法は構わない

ということなんですけれども、それについての回答を具体的にどのようにされたかというこ

とをまずお聞きしたいと思います。

○まちづくり推進部次長（中山雅至） はい、議長。

○議長（疋田俊文） 中山次長。

○まちづくり推進部次長（中山雅至） 今、バス停のベンチですねんけど、先に一応28年度に

点字誘導ブロックを設置しております。それから次にしなければいけないのは一応歩道の確

保ということでなっておりますんで、そっちを優先したいと思いますので、ベンチの設置と

いうのはちょっと当分できないかと思います。

なお、昔ですねんけど、昔と言うたら怒られますねんけど、平成10年度ぐらいですねんけ

ども、町道の歩道が狭いということで、ベンチではなくサポートベンチという形で、ちょっ
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と立って、ちょっと腰かけられるようなベンチも高塚台２丁目、あと中山台のイオン前にも

ちょっと設置させていただいております。

○９番（西村 潔） 議長。

○議長（疋田俊文） 西村議員。

○９番（西村 潔） 最終的にバリアフリーは非常に時間がかかる、予算もかかる。その中で

計画外の問題も出てくるわけですから、そういうことに対してもし提案とか要望があれば、

真摯にきっちりと検討した上で回答してほしいと思います。

以上でもって、私の質問を終わります。

○議長（疋田俊文） これにて、西村 潔議員の質問を終結いたします。

──────────────────────────────────────────────────

◇ 池 原 真智子

○議長（疋田俊文） ２番目に、池原真智子議員、登壇の上、質問願います。

○８番（池原真智子） 議長。

○議長（疋田俊文） 池原議員。

（８番 池原真智子 登壇）

○８番（池原真智子） それでは、議席番号８番、池原真智子のほうから一般質問をさせてい

ただきます。

大きく１つ目に、発達障害者支援法についてお聞きをします。

この法律は2005年４月に施行されたもので、その定義として自閉症、アスペルガー症候群、

そのほかの広汎性発達障害、学習障害、注意欠陥性障害、そのほかのこれに類する脳機能障

害であり、低年齢で発症するものとしています。

目的として１、発達障害者の権利擁護、日常生活支援。２、障害の特性に依拠した就労支

援。３、児童健全育成事業の権利。４、特別支援教育体制の推進。５、早期発達支援、専門

的発達支援。６、就学前乳幼児健診等による発見がうたわれています。

昨年７月にはこの法律の改正が行われ、１、発達障害の支援は社会的障壁除去のために行

う。２、乳幼児期から高齢期までの切れ目のない支援のための教育、福祉、医療、労働の連

携強化。３、司法手続での意思疎通手段の確保。４、就労定着の支援。５、教育現場におけ

る個別支援計画、指導計画の作成推進。６、支援センターの増設などが新たに盛り込まれま
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した。

これに基づき国及び地方公共団体は、１、早期支援、発見のための必要な措置。２、就学

前や学校における発達支援、就労、生活、家族への支援。３、医療・保健・福祉・教育・労

働が連携し、相談体制を整備する。４、保護者の意見尊重。５、関係部局の連携と被害防止

のための協力体制整備が求められています。中でも特に市町村の役割として、早期発見に留

意し、保護者への継続的な相談や情報提供、必要に応じて早期に医学的・心理的判定が受け

られるような働きかけなどを行うこととしています。

言うまでもなく、発達障害をお持ちの方々はわかりづらい障害ゆえに、時として人から誤

解され、問題の多い性格として差別されたり、いじめられたり、時には排除の対象にすらさ

れてしまうことがあります。その意味では、私たち一人一人がきちんとその障害と特性を理

解し、当事者の人たちの気持ちに少しでも寄り添い、共感の輪を広げていくことが誰にとっ

ても生きやすく、住みやすい社会をつくっていくことにつながっていくのではないでしょう

か。そのためには行政、住民の果たすべき役割は重要ですし、だからこそ切れ目のない支援

と啓発が何よりも求められているのではないでしょうか。そうした立場から次の質問にお答

えください。

１つ目に、町として発達障害をどのように捉えていますか。また、その特性についても明

らかにしてください。

２つ目に、支援法は何ゆえ制定、施行されたとお考えですか。それに至るまでの経緯、根

拠、法律が目指している目標はどこにあるとお考えですか。お示しください。

３つ目に、河合町で発達障害と認定されている方々は何人ぐらいおられますか。できれば

年齢別、障害別の人数をお示しください。また、その人たちはどのような進路に進まれてい

るのでしょうか。在宅の場合も含めて明らかにしてください。

４つ目に、町の発達障害に対する考え方を明らかにするとともに、支援の目標をどこに設

定しているのか教えてください。

５つ目に、発達障害についての相談窓口及び相談支援体制はどのようになっていますか。

教育も含めて具体的にお示しください。また、これらの情報は当事者や家族にきちんと届け

られているのでしょうか。教えてください。

６つ目に、教育や保育から就労、高齢者対策まで、そのステージごとの支援の具体的な中

身をお示しください。また、この障害を理解するための職員研修や住民への啓発はどのよう

に取り組まれていますか、明らかにしてください。
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大きく２つ目に、子供虐待の要因やリスク把握について質問いたします。

この質問は昨年12月議会で一度行ったものですが、時間の関係で論議が十分に深められま

せんでしたので、再度この場で質問させていただきます。

言うまでもなく、子供虐待は後を絶たず、命をも奪われるといった事件がこの日本で年間

50件も起こっています。河合町でもこのような悲惨な結果を招くかもしれない事件が起こら

ないとも限りません。このことは町行政も含めて、全ての住民も含めて、全ての人が互いに

確認できることだと思いますし、常に危機意識を持って対応に当たることが問われているの

ではないでしょうか。

ところが、前回の一般質問では、虐待の現状やリスクの把握において、お互いの認識に温

度差を感じてきました。痛感いたしましたのは、きちんと虐待のリスクを数字として把握し、

それをみんなで確認し合い、その上でそれぞれの任務を明確にしながらチームとして取り組

むということが、まだまだ実現し切れていないのではないかということです。今回再質問さ

せていただくのは、その必要性を町として確認できるのか、またそうした取り組みが虐待予

防にどこまで効果的なのかをお互いに確認したいと思ったからです。

再度申し上げますが、これは虐待によって亡くなるといった子供を決してつくらないとい

う強い思いからです。もちろん具体的なケースに対応するのは大切ですが、それだけではな

く、リスクが高い家庭を前もって把握し、福祉・教育・保健がタッグを組んで支援と介入を

行うことが深刻な状況にまで至らせないということにつながります。何度も申し上げますが、

問題はそのリスクをどのように把握していくのか、誰がどのようにかかわり支援していける

のかだと思います。こうした立場から次の質問を行いたいと思います。

１つ目に、町内での虐待事案についてその数と内容を教えてください。また、その中でも

深刻なケースはありましたか、教えてください。

２つ目に、そうした事案の把握はどのような形で行われましたか。さらに、これらに対す

る取り組み、対応はどのようにされてきたのか明らかにしてください。

３つ目に、虐待事案として顕在化する以前の現状やリスクの把握と危機介入、支援はどの

ようにされてきましたか。また、どのようなシステムで誰がそれをチェックし、どこで集約

して対応や取り組みを決定してきましたか、具体的な取り組み内容も含めて教えてください。

それから４つ目に、虐待までに至っていないが、そのリスクが高く、注視が必要であると

か、日ごろの介入、支援が必要なケースなどはどこで誰がどのようにチェックし、決定して

いますか。お示しください。
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５つ目に、虐待への対応やその予防に向けて、組織的、系統的に取り組まれているでしょ

うか。具体的にその中身を教えてください。

以上です。再質問があれば自席にて行います。

○保健スポーツ課長（中野典昭） はい、議長。

○議長（疋田俊文） 中野保健スポーツ課長。

○保健スポーツ課長（中野典昭） それでは、発達障害支援法について３つの項目が出ており

ますので、随時説明させていただきます。

発達障害とは何なのか、またその特性について明らかにしてください。

まず発達障害とは、自閉症、アスペルガー症候群、その他広汎性発達障害、学習障害、機

能障害があって、その症状が通常低年齢において発現するものと、発達障害者、注意欠陥多

動性障害、その他これに類する脳機能障害であって、その症状が通常低年齢において発現す

るものと定義されています。また、その症状が少しずつ重なり合っている場合が多く、社会

性の特徴として対人関係が苦手、コミュニケーションが苦手、関心の偏りがあります。

行動面の特徴といたしまして、集中することが苦手、多動、衝動的な行動があります。学

習面の特徴として、全般的な知的発達にはおくれはないが、聞く、話す、読む、書く、計算

する、推論するなどの特定の機能を学んだり、行ったりすることに著しく困難があるなどの

特性があります。

２番目の支援法が制定、施行された経緯、根拠、目指すべき目標を示してくださいという

質問ですが、周りから見て発達障害がある方のアンバランスな様子が理解されにくい障害で

あり、法制度もなく、障害者手帳の取得もできないなど制度の谷間になっており、従来の施

策で十分な支援体制がとれない状態でした。

発達障害への理解の促進、症状の発見後、できるだけ早期に支援できるよう、乳幼児・幼

児期から支援の促進をすることを目的として制定されたものです。

３番目、町内で発達障害と認定された人の年齢別、障害別人数、それぞれの進路先または

在宅なのか、現状を示してください。

正式な人数は把握できていない状態ですが、特別児童扶養手当の受給者は46人で、身体・

知的・精神等の障害者手帳保有者数以外の方が28人おられ、推定ですが発達障害であると思

われます。進路先等については役場では把握できていないところです。

４番目、町は発達障害についてどのように考えており、支援の目標をどこに設定されてい

ますか。
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本人支援についての大きな目標は、障害のある子供が将来、日常生活や社会生活を円滑に

臨むことができるように、保健センターでは就学時までのお子さんがスムーズに就学できる

よう相談の場を設け、親子の支援を図っています。

５番目の発達障害に関する相談窓口及び相談支援体制はどのようになっていますか。これ

らは当事者、家族に情報として届いていますか。

１、町の相談窓口は保健センターを中心に、気になる子供に関する不安や疑問や希望者に

対して臨床心理士による相談実施、社会福祉課の障害者担当者や地域包括支援センターが窓

口となり相談を受けているところです。また、相談がありましたら、家族さんに情報提供し

ているところです。

２つ目、奈良県では発達障害センター奈良仔鹿園内にでぃあ～を設置しており、日常生活

での発達支援、ハローワークや関係機関と連携し、就労支援なども行っています。

３番目、新規の方には診断などで随時案内をしています。診断時において専門家の視点か

らお子さんの発達に不安を感じる場合でも、保護者がまだ不安を受け入れる準備ができてい

ない場合もあります。発達障害に対する保護者の理解と受容には慎重な対応が求められます。

各年齢に応じて、保健センター、社会福祉課、包括支援センター、保育所や教育との連携を

図りながら療育体制の充実を図るように進めてまいりたいと思います。

６番目の教育、保育現場を含め、支援の具体的な内容及び職員や住民の啓発はどのように

取り組んでいますか。

保健センターで行う未就学児において、相談や健診を通じて事業の説明を個別に行ってい

ます。約１時間ぐらい設けております。今後は教育、保育所や関係機関を含め、対象者の方

が不安にならないようにサポートをできるように研さんしたいと考えております。

以上です。

○福祉部次長（辰己 環） はい、議長。

○議長（疋田俊文） 辰己福祉部次長。

○福祉部次長（辰己 環） 私のほうからは、子供の虐待の要因、リスク把握についてという

ことで５つのご質問をいただいておりますので、答弁させていただきます。

１つ目としまして、町内での虐待の実態と内容及びその深刻性についてでございます。

虐待の実態としましては、いろんな多様な案件がありますが、大きく分けますとネグレク

ト、身体的虐待、心理的虐待、性的虐待があります。28年度の件数としましては、ネグレク

トが17件、身体的虐待５件、心理的虐待１件の合計23件を対応させていただいているところ
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でございます。

そのリスクの高さといいますか、深刻性につきましては、実務者会議というのを開催させ

ていただきまして、協議させていただき、対応させていただいているところでございます。

２つ目としまして、その把握方法ということで、どのような取り組みをしているかという

ことです。もし通報等があった場合には、48時間以内に初期調査として安否確認をさせてい

ただき、家庭訪問等を実施、把握させていただいているところでございます。そして、状況

によりましては、児童相談所や警察、保健センター等の関係機関により働きかけて対応、見

守りを行っていっているところでございます。

３つ目の虐待事案としてあらわれる以前の危機介入や現状把握、そこに至るリスク把握は

どのようにしているか、そしてチェック体制はどのようにしているかということですが、リ

スク把握につきましては、実務者会議でその内容についてチェックを行わせていただいてお

ります。そして、システム的には要対協事務局を中心に関係各課に連絡調整会議やケースの

個別会議を行い対処させていただいているところです。そして、困難事例というふうに判断

させていただきましたら、高田こども家庭相談センターや西和警察とも連携させていただい

て、対応するというシステム的なものをとっております。

４つ目としまして、虐待と言えないほどもリスクが高い、注意が必要なケースについては、

誰がどこでどのような形でチェックしているかというご質問ですが、特定妊婦や各機関の観

察記録として、要対協の事務局、地域子育て支援センターで一応管理をさせていただいてお

ります。そして観察記録につきましては、皆で共有するということで、年３回、進行管理を

実務者会議でさせていただいているところです。それで、状況に応じましては関係機関との

ケース会議をさせていただくということもございます。

５つ目の虐待対応または予防において組織的、系統的に取り組まれているのかというとこ

ろでございますが、河合町では要対協として、いきいき河合っこネットワークという組織を

組織させていただいておるところで、その構成機関としましては、西和警察、中和保健所、

高田こども家庭相談センター、中和福祉事務所、社協、民協、町の医師会、歯科医師会、そ

してＮＰＯ・ボランティア団体、教育委員会の関係、福祉関係とかの各課をまたがってこの

組織で町全体を見守り、また情報収集もその組織にかかわるようなことがあれば情報提供い

ただいて、させていただいているところでございます。

私のほうからは以上です。

○８番（池原真智子） はい、議長。
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○議長（疋田俊文） 池原議員。

○８番（池原真智子） １つ目の発達障害の件についてお答えを願ったんですけれども、①の

ところで特性についていろいろ答弁をいただいたんですけれども、課長がいみじくもおっし

ゃられたように、なかなか理解されがたい、性格がおかしいのではないかという偏見を持た

れやすいのが発達障害の特性やと私は思うんですけれども、そういう意味においてはトラブ

ルがあると思います、一般社会、それから学校、保育所等で。そんな事案があったのか、な

かったのかについてまずお聞きをしたいと思います。

それから、３つ目の人数なんですけれども、私にとってはなぜ把握できないのかというこ

とが、法律までつくられた障害なので、その辺についてきちんと把握して対応すべきという

ふうに思いますけれども、その点についてどうでしょうか。教えてください。推定でお答え

を願ったんですけれども、きちんと把握して支援をしていくということが必要なので、それ

もお願いいたします。

それから、４つ目の支援の目標について、日常生活に支障がないような支援をやっていく

ということなんですけれども、それで後にも出てきますけれども、保健センターが大体窓口、

地域包括センターと保健センターと社会福祉課ですか、窓口になっておられるということな

んですけれども、その相談の窓口において、その相談の体制がどんなふうなシステムになっ

ているのかについて教えてください。

それから５つ目の当事者とか、家族に対する情報提供なんですけれども、それも具体的に

どんな形で行われているのかを教えてほしいし、それから年齢に応じて療育体制を充実して

いるということなんですけれども、私が聞いている範囲ではそんなふうには決してなってい

ないので、この質問をさせていただいているんですけれども、適宜必要に応じてきちんと対

応できていない現実が保健センターの窓口で起こっています。その辺について療育体制の充

実と言われているけれども、その具体的な中身について再度お答えを願いたいと思います。

それから、６番目のステージごとの具体的な支援の中身について教えてほしいということ

で、健診とかを通じてサポートできるよというふうに物すごく抽象的な答弁だったので、も

うちょっと具体的な答弁をお願いします。

それから虐待のほうでは、全体を通じて実務者会議という言葉が次長から何回か出てきま

したので、その内容とかメンバーとかについて教えてほしいのと、それから平成28年で23件

の虐待事案が報告されたということなんですけれども、これは行政として多いか少ないかと

いうふうに思われているのかどうか、その評価について教えてください。
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それから、通報があってから48時間以内に安否確認ということなんですけれども、これは

誰がどんなふうにされているのか。それから、児相と警察にも通報すると、困難な事例の場

合ということにはなったんですけれども、それは何件ぐらいどんな事例があったのか、28年

度ベースで教えていただきたいと思います。

それから、リスク把握のチェックを実務者会議でやっているということなんですけれども、

その具体的な中身というか、やり方、メンバーについて教えてほしいと思います。

それから、支援体制とか、５つ目の話なんですけれども、要対協という話が出てきたんで

すけれども、課長が思われるほど要対協は機能していないと思います、私は。私自身もメン

バーとして参加させていただいて、なかなか個人情報の関係で具体例は出しにくいんだと思

うんですけれども、要対協が即戦力のメンバーになっているかと言えば決してそうでもない

ので、せやから私が申し上げたいのは、先ほどの質問もさせていただきましたけれども、チ

ェックとか対応とかをどこでどんなふうにしていくのか、みんなで共有化できる中身を教え

てもらいたいんですね。以前に12月議会で質問させていただいたときはチェックシートもつ

くっているということなんですけれども、それが何か埋もれてしまっているんではないかと

いうふうに危惧をしますんで、その点について再度お答えを願いたいと思います。

○保健スポーツ課長（中野典昭） はい、議長。

○議長（疋田俊文） 中野保健スポーツ課長。

○保健スポーツ課長（中野典昭） 質問の保健センターの対応がもう一つ、いまいちというこ

となので、これを胸に受けとめて、保健センターに帰って指導していきたいと考えておりま

す。

○福祉部次長（辰己 環） はい、議長。

○議長（疋田俊文） 辰己福祉部次長。

○福祉部次長（辰己 環） 人数の把握等について回答させていただきます。

発達障害というのは、課長が説明したような内容の障害でございますが、町で把握させて

いただいているのは、精神手帳をお持ちの方とかという人数は把握できているんですけれど

も、発達障害をお持ちの方は必ずしもそういう手帳を申請されるというわけではございませ

んので、推計としての人数を回答させていただいたところでございます。

それと目標、体制というところで、この発達障害についてまだまだ河合町は取り組みが薄

いかなと私も認識しているところで、やっぱり保健センターの専門職を中心に体制を強くし

て持っていって、住民の方に理解していただけるようにということをしていかなければいけ



－26－

ないというふうに今考えているところでございます。そして、情報提供とかももちろん保健

センターから発信とかというのはある程度はしているところなんですけれども、もっと具体

的に障害をお持ちの方にわかりやすくというような情報発信が必要であるというふうに認識

しておりますので、そのように改革をしていきたいなというふうに思っているところでござ

います。

議長、すみません。

○議長（疋田俊文） 辰己次長。

○福祉部次長（辰己 環） すみません。続いて虐待についても回答させていただきます。

実務者会議のメンバーというところで、子ども・子育て支援の家庭相談員さん、そして教

育委員会、安心安全課、保健センター、そして社会福祉課、そして外部では西和警察、高田

こども家庭センター等でそのような実務者会議を基本的にはさせていただいております。そ

して必要であれば、要対協のほかのメンバーさん、お医者さんとかという方もお呼びして会

議をさせていただくということになります。そして、昨年度の件数が23件ということで、私

どもの把握件数が23件だけであって、埋もれているというか、連絡がないということも多々

あると思いますので、もっと実際はあるんじゃないかなというふうに私は考えています。

そして、48時間以内に確認ということで、基本的にはこれは子ども・子育て支援センター

の家庭相談員さんに確認をしに行っていただいております。そして、もし保育所とか学校に

通っておられる子供がありましたら、そこの先生等に確認をしていただき、状況把握をさせ

ていただいて、体に傷がないとか、そういうところまで一応確認させていただいているとこ

ろです。

そして要対協が余り機能していないんじゃないかなというところでございますが、先ほど

言いましたように、実務者会議で入っていただいている以外のメンバーさんにも、もちろん

虐待についてのいろんな情報を提供していかなければというところがあります。そして困難

事例というのは、28年度におきましてはそこまでの困難事例はなかったのかなと、継続して

いる困難事例者はいてはりますけれども、新規ではなかったです。新規で通報等を受けたの

は５件ありました。そして、要対協のメンバーさんにもいろんなことでご協力をいただくと

いうことで、年１回、要対協の総会みたいな感じでさせていただいているところなんですけ

れども、また協力をお願いしたいというふうに考えているところです。

○８番（池原真智子） はい、議長。

○議長（疋田俊文） 池原議員。
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○８番（池原真智子） 発達障害についてなんですけれども、一口に保健センターの指導をす

るということなんですけれども、それは余り大ざっぱな答弁ではないかと思います。保健セ

ンターの何がどのようにだめなのか。だめなのかというのは、全部を否定しているわけでは

なくて、健診でひっかかったお子さんをお持ちのお母さんからの訴えなんですけれども、丁

寧な扱いをされていないというのが現状なんです。その辺について、もう少し保健センター

の取り組みについて行政としてチェックをされるべきではないかなというふうに思いますし、

一番大事なのは、乳幼児期、乳児健診でしたら、やっぱり保護者の方の思いというのが大切

なので、保護者の方の思いに寄り添えていないのではないかと私なんかは思いますので、ど

んなふうにチェックをして―保健センターの取り組みですよ―どのように指導されよう

としているのかを教えてほしいと思います。

それから、先ほど回答がなかったんですけれども、いろんな発達障害の人と社会の中、職

場の中、学校でトラブルがありますんで、私はその学校現場、それから住民の皆さんにきち

んとその特性を理解していただくための啓発が何よりも必要ではないかと。それと職員の研

修ですね。さっきちゃんとした答弁がなかったんですけれども、その点についてもう一度ご

答弁願いたいのと、それから正式人数が把握できないというのはわからなくもないんですけ

れども、把握しなければ対応は難しいというふうに私は思います。

しかも、さっきの１回目の答弁で進路先がわからない、なんじゃこれはと。どんなふうに、

例えば療育センターへ子供さんの場合だったら通っておられるのかとか、それから大人の方

でしたら職場にきちんと通えているのかとか、定着しているのかとか、それこそ法律でうた

われているような中身についてチェックをして、町としてどういう啓発ができるのか、どう

いう支援ができるのかということで図るべきだと思いますので、その点についてももう一度

お答えを願いたいというふうに思います。

それから虐待の件については、要対協の件で次長またお答えあったんですけれども、実務

者会議は実務者会議としてきちんとされているんだろうと思いますけれども、何かこう要対

協との関係で後手に回っているという気がしないでもないので、もう少し要対協を、虐待予

防とか深刻な事態にまで至らせないための活用方法を町としてもう少しきちんと考えるべき

ではないかということと、それから表に出てきているのは昨年度で23件だけれどもという次

長の話で、まだいろいろ埋もれている事案があるということでありました。だからこそリス

ク把握が必要なわけで、特定妊婦の話はわかります。特定妊婦だけではなくて、私が前に申

し上げたんですけれども、数字でチェックしていく、妊娠期からチェックするということを
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やられている市町村が実際にあります。その辺のところできちんと把握する方法をとられる

べきではないかと思うんですが、その点について再度お答え願います。

○福祉部長（門口光男） 議長。

○議長（疋田俊文） 門口部長。

○福祉部長（門口光男） 保健センターでの取り組みの充実というところでお答えのほうをさ

せていただきます。

まず、行政としての第一歩につきましては、まず知ることというように考えております。

また、同時に保健師の意識づけといいますか、温度差があってはならないというように考え

ております。あくまでも気づきのレベルで観察を行いながら保護者の方との信頼関係ですか、

築くことが大切だというように私自身認識しております。そうした中、保護者の方が気にな

る場合は、なるべく早い時期に専門機関に相談することを勧めながら、早期に支援すること

が望ましいというように考えておりますので、またその際、本人並びに保護者の意思ができ

る限り尊重されなければならないというように考えますので、そのように努めてまいりたい

というように考えております。例えば、奈良リハビリセンターへの受診等を希望される場合

は、保護者の方に寄り添いながら手続を行うなどの対応に心がけてまいりたいというように

考えます。

また、人数の把握につきましては、なかなか隠れている部分がございますので、難しいか

と思いますけれども、就学するまでは保健センターがかかわっているべきだというように考

えますので、その辺、注意を払って人数の把握に努めてまいりたいというように考えます。

○福祉部次長（辰己 環） はい、議長。

○議長（疋田俊文） 辰己次長。

○福祉部次長（辰己 環） 実務者会議と要対協との連携が薄いんじゃないかというご指摘を

いただきました。私も感じています。だから、どのようにすれば連携できるかということを

検討して、また連携して協力していただきたいというふうに考えています。

そして、リスクの把握ということなんですけれども、これは一応事務職とかが入って、実

務者会議等をさせていただいているんですけれども、やっぱり専門的なところで、高田の児

相とかというメンバーさん、西和警察のメンバーさんに入っていただいて、本当にどんな対

応をしようというところで、この人はリスクが高いということでしたら、やっぱりそれなり

の対応ということで児相に入っていただいたりとかということを今も実際にしております。

そして、現状の把握だけで済んで見守っていこうという案件とか、いろんな案件、リスクに
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応じての対応を今はとっているところでございます。

○８番（池原真智子） はい、議長。

○議長（疋田俊文） 池原議員。

○８番（池原真智子） 保健センターの件については引き続き指導というか、何が保健センタ

ーで一番欠けているかと私が感じますのは、保護者の気持ちに寄り添うというか、推しはか

るみたいなところがとっても抜けていて、しかも自分の子供が発達障害ではないかと感じた

ときに、支援の場はこんなところがありますよというのを自分でリハビリセンターにとりに

行きなさいみたいな指導があったわけです。そんなことではなくて、保健センターがそうい

う情報を持っておいて、それを保護者に伝え、しかもそこに連絡をしてあげるぐらいのサー

ビスが、やっぱり保護者にしたらとっても不安なので、その点についてもう一度お答えを願

いたい、それだけお答えを願って私の質問を終わって、引き続きまた今後もお互いに討論し

ていきたいと思います。

○福祉部長（門口光男） はい、議長。

○議長（疋田俊文） 門口部長。

○福祉部長（門口光男） 今後につきましては、相談内容も含め、また家庭訪問等を行いなが

ら、継続した形で対応できるように指導といいますか、心がけていきたいというように考え

ますので、よろしくお願いします。

○議長（疋田俊文） これにて、池原真智子議員の質問を終結いたします。

10分間、暫時休憩します。

休憩 午前１１時３２分

再開 午前１１時４１分

○議長（疋田俊文） 再開します。

──────────────────────────────────────────────────

◇ 馬 場 千惠子

○議長（疋田俊文） ３番目に、馬場千惠子議員、登壇の上、質問願います。



－30－

○４番（馬場千惠子） はい、議長。

○議長（疋田俊文） 馬場議員。

（４番 馬場千惠子 登壇）

○４番（馬場千惠子） 議席番号４番、馬場千惠子、一般質問通告要旨に基づいて質問したい

と思います。４点について質問をいたします。

第１番目は、佐味田川駅のバリアフリー化についてです。

平成26年10月に、河合町バリアフリー基本構想が策定されました。背景と目的について記

されています。また、実施する事業計画と目標期日の設定の中で、佐味田川駅のエレベータ

ーの設置は長期、すなわち、おおむね10年以降と極めて曖昧な設定となっています。佐味田

川駅周辺の住民が求めているのは、エレベーターの設置にこだわらず、高齢者の方や障害の

ある方、また、バギーを利用している方がスムーズに駅を利用できるようになることです。

そこでお聞きいたします。

１番目に、河合町バリアフリー基本構想の中に記されている背景と目的について説明して

ください。２番目は、エレベーターの設置以外にバリアフリー化を進める手だてを検討され

ていますか。３番目は、エレベーターの設置設定、おおむね10年以降では理解できません。

具体的に示してください。

２番目の質問は、部落差別解消推進法についてです。

昨年、2016年12月９日に参議院本会議で可決成立し、16日に施行されました。この新法は、

部落差別の解消推進のための理念法と言いながら、逆に新たな障壁をつくり出し、部落差別

を固定化、永久化する危険性があることを、まず最初に申し上げておきたいと思います。

また、８月に、部落差別の解消の推進に関する法律案に対する附帯決議が参議院法務委員

会に出されています。この内容は、過去の民間運動団体の行き過ぎた言動が部落差別の解消

を阻害していた要因であったことを厳しく指摘しています。また、国や自治体が行う教育及

び啓発や実態調査によって、新たな差別を生むことがないよう強く求めるものになっていま

す。

人を出自や系譜、住んでいる地域によって差別してはならないことは当然です。憲法13条

は、「すべて国民は、個人として尊重される。」と基本理念を宣言し、同14条では、「すべ

て国民は、法の下に平等であつて、人種、信条、性別、社会的身分又は門地により、政治的、

経済的又は社会的関係において、差別されない。」と法のもとの平等を保障しています。し

かし、この新法が基本的人権にかかわるさまざまな課題の中で、部落問題を特別扱いするこ
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とで新たな障壁をつくり出すことにもなり、乱用されれば行政をゆがめ、内心の自由、表現

の自由が侵害される危険があります。河合町として、教育及び啓発、実態調査はどのように

行うのか、具体的に示してください。

また、法の実施により、憲法で保障されている法のもとの平等が侵害されないという保障

があるのかどうかもお答えください。

３番目の質問は、国民健康保険の県単位化についてです。

2018年度からの国保県単位化に向け、納付金など準備が着々と進んでいます。その進捗状

況と対応についてお伺いします。

１、河合町では、１人当たりの保険税、収納必要額の増減はどのような結果になっていま

すか。

２番目は、納付金に対して、保険税率の決定、賦課、徴収は町の役割です。徴収方法はど

のように検討されていますか。特に、県の標準保険料率は３方式（所得税、平等割、均等

割）での統一を目指していますが、河合町はどのように対応しようとされていますか。また、

その影響は試算されていますか。

３、県単位化後、国保44条、また77条に基づく保険税や一部負担金の減額、免除等、また

保健活動などはどのようになりますか。各町村の裁量とするように県の国保運営方針に反映

するように要望してください。

４、今後のスケジュールについて。納付金の確定、町の国保条例の改定や来年度の保険税

率の決定などはどのようになりますか。

５、県単位化になったときに、保険税が上がらないように基金を残しているとのことでし

たが、どのように反映されますか。

６、2016年度の国保会計の決算見通しは、どうなっていますか。

４番目の質問は、学校の設備改善についてです。

３月議会で、教育環境の改善について質問いたしました。このたび学校訪問をさせていた

だきましたところ、以下の点について改善を求めたいと思います。

第三小の洋式トイレが使用できるように修理してください。洋式トイレが設置されていま

すけれども、使用できないトイレ等がありました。

２、第三小学校の雨漏りの修理をしてください。特に、理科教室については早急に対応し

てください。また、カビなど健康的にも悪影響を及ぼします。また、天井が落下するなどの

危険性もあります。これから梅雨の時期も迎えます。早急に改善をお願いします。
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以上です。

再質問は、自席にてしていきたいと思います。よろしくお願いします。

○まちづくり推進部次長（中山雅至） はい、議長。

○議長（疋田俊文） 中山次長。

○まちづくり推進部次長（中山雅至） 私のほうからは、佐味田川駅のバリアフリー化につい

て、回答させていただきます。

基本構想の背景と目的についてということで、我が国では、急速な勢いで少子高齢化が進

んでおり、高齢者が自立した社会生活ができることや、子育て世代が安心して子供を産み育

てることができる社会環境づくりが急務となっており、このことは、本町においても例外で

はありません。このことから、移動円滑化に係る事業の重点的かつ一体的な推進を目的とし

て、高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律に基づく基本構想をバリアフリ

ー基本構想策定協議会における関係者の協議などの手続を経て策定したものです。

２番目に、エレベーター以外にバリアフリー化を進める手だては検討されていますかとい

うことですねんけども、佐味田川駅の段差を解消する方法につきましては、基本構想ではエ

レベーターを設置する方針が示されておりますが、費用面や管理上の問題を整理し、エレベ

ーター以外の手法につきましても、近鉄を交えて協議検討しております。

エレベーター設置設定は、おおむね10年以降では理解できません。具体的に示してくださ

いということで、基本構想で定めた整備時期につきましては、施設管理者である近鉄と協議

し、協議会に諮った上で決定しております。

佐味田川駅のバリアフリー化につきましては、近鉄の協力が不可欠でありますが、近鉄で

は、国が定めた移動等円滑化の促進に関する基本方針に基づき、平成32年度までに１日当た

りの平均的な利用者数が3,000人以上である鉄道駅全てで、段差解消などの移動円滑化を実

施するという目標に向けて事業を進めておられ、同駅の整備についても、具体的な時期をお

示しすることはできませんが、少なくともそれ以降になるものと認識しております。

以上です。

○教育部次長（上村欣也） はい、議長。

○議長（疋田俊文） 上村教育部次長。

○教育部次長（上村欣也） 私のほうからは、部落差別解消推進法についてお答えします。

部落差別の解消の推進に関する法律が昨年12月に公布、施行された背景には、若年層の部

落差別、同和問題に関する知識不足や無関心が顕著であることや、また、インターネットに
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よる新しい部落差別が起きていることから、この法律が制定されたと考えられます。

まず、１つ目の、町として教育及び啓発、実態調査はどのようにしているのかということ

ですが、そのことに関しましては、教育委員会主催の人権学習講座や県内の人権にゆかりの

ある地に赴いてのフィールドワーク、また、県や郡と共同で学習会や講演会を開催すること

で、部落差別を初めとするさまざまな人権問題に対する正しい知識と認識を深めるよう努め

ております。

あと、啓発活動につきましては、河合町人権・同和問題啓発活動推進本部が主催いたしま

す差別をなくす町民集会や街頭啓発等を実施しております。

また、実態調査につきましては、これは、国が地方公共団体の協力を得て行うこととなっ

ておりますことから、国から、もしくは県から要請があった時点で協力していきたいと考え

ております。

あと、法の施行により、法のもとの平等が侵害されないかという保障はあるのかという質

問でございますが、町といたしましては、憲法や人権にかかわる法律を遵守し、あらゆる差

別の解消に取り組んでまいりたいと考えております。

以上です。

○住民福祉課長（中野雅史） 議長。

○議長（疋田俊文） 中野課長。

○住民福祉課長（中野雅史） そしたら、私のほうから、国民健康保険の県単位化についてと

いうことで、６項目にわたりまして質問いただいていることにつきまして、順次回答させて

いただきたいと思います。

まず、１点目、河合町１人当たりの保険税、収納必要額の増減はどのような結果になって

いますかということなんですけれども、現在、保険税の計算過程において必要となる政省令

の改正や国のガイドラインのほうが整っていない状態から、現時点においては、具体的な収

納必要額が示されていないことから、１人当たりの収納必要額の増減につきましては、現時

点ではお示しさせていただくことができないという状況になっております。

次に、納付金に対して、保険税の決定、賦課、徴収は町の役割です。徴収方法はどのよう

に検討されていますか。特に、県の保険標準料率は３方式で統一を目指していますが、河合

町は、どのような対応をしようとされていますか。また、その影響額は試算されていますか

というご質問ですけれども、河合町の国民健康保険の賦課方式につきましては、資産割を含

む４方式となっております。平成30年度の都道府県統一化により、奈良県では資産割を用い
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ない３方式を採用することということで、おおむね意見の一致が図られているところであり

ます。

本町の資産割額の賦課総額が、平成28年度では約4,900万円となっております。この資産

割を都道府県統一化時に廃止する場合と、段階的な税率改定行い、廃止を行う場合の新税率

改定による被保険者の方の負担額の状況の変化や、負担感、県への納付金の財源確保への影

響などを見定めていく必要があると考えております。その時期につきましては、今後、県が

示す納付金の額も見定めた上で、河合町国民健康保険運営協議会において意見をお伺いしな

がら、どのような形で県の統一賦課方式に持っていくことが最善な方法なのかを検討してい

きたいと考えております。

次に、県単位化後、国保44条、77条に基づく保険税や一部負担金の減額、免除等、また保

健活動などはどのようになりますかということで、各市町村の裁量とするように県の運営方

針に反映するように要望してくださいということなんですけれども、本町の独自施策につき

ましては、都道府県統一化を見据える中で、保険税や財源も含め、そのあり方を検討してい

く必要があると考えております。

県内統一が行える施策については、県から財源交付が可能ということで説明がなされてお

りますが、特に保健事業については、被保険者の健康増進を図ることや、増え続ける医療費

の抑制からも、財政責任主体者である県が中心となって、県域での医療費適正化や健康づく

りの取り組みを推進するとされております。今後、県内の統一が図れなくなった事業につい

ては、財源を確保することで、引き続き実施することが被保険者の健康管理や医療費抑制に

結びつくものと考えられる保健事業の人間ドック、脳ドック等のそういった助成事業を独自

でやっておるんですけれども、それらにつきましては、引き続き実施してまいりたいと考え

ております。

また、保険税や一部負担の減免、免除におきましても、市町村間で定める基準において実

施できるとのことでありますから、現行の減免等の実施を行ってまいりたいと考えておりま

す。

続きまして、今後のスケジュールについて、納付金の確定、町の国保条例の改定や、来年

度の保険税率の決定などはどのようになりますかというご質問ですけれども、初めに、納付

金の確定時期ですが、10月に県における国保運営方針が策定される予定であります。11月に

は、政省令の改正や国・県のガイドラインに沿った形で納付金の仮算定を行う予定となって

おりまして、その後、年明けの１月に本算定を行い、各市町村の納付金等を確定するスケジ
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ュールとなっております。

また、町の国民健康保険条例の改正や、平成30年度の保険税率の改定ですが、保険税率の

改定につきましては、県が示します納付金の確定が年明け１月と予定されており、この確定

を受けて、県が示す税率に基づき試算をし、その結果をもって、本町における保険税率を求

めることとなります。したがいまして、税率改正に係る条例改正案の提出は、３月議会定例

会のほうで上程させていただく予定となっております。

次に、県単位化になったときに保険税が上がらないように基金を残しているとのことです

が、どのように反映されますかということなんですけれども、現在、納付金の額が示されて

いない状況であり、保険税の増減額の状況については不明ですけれども、保険税の収納不足

となった場合の納付金の対応や、想定外の医療給付の増額による県への納付金の対応におい

て、保有基金による対応が必要となります。このことから、基金の適切な管理は必要と考え

ています。今後、基金の活用方法については、河合町国民健康保険運営協議会のほうの意見

もお伺いしながら、急激な保険税の負担とならないよう、基金保有残高を見定めながら、基

金活用を図れると考える範囲で、県への納付金の財源に充てることにより、段階的に県が示

す保険税率に近づくよう行うことができればと考えております。

最後に、2016年の国保会計の決算見通しはどうなっていますかということなんですけれど

も、平成28年度の決算見通しにつきましては、歳入総額が25億1,643万円、歳出総額が25億

165万円となっておりまして、単年度収支で約1,478万円の黒字となっております。

以上であります。

○教育総務課長（杉本正範） はい、議長。

○議長（疋田俊文） 杉本教育課長。

○教育総務課長（杉本正範） それでは、４つ目の学校設備の改善についてということでござ

いますが、第三小学校の洋式トイレにつきましては、学校側から報告を受け、直ちに修理に

当たりましたが、修理部品が廃番になるなど、少しおくれていました。現在は、部品の調達

ができましたので、修理は完了しております。

続きまして、第三小学校の雨漏りでございますが、第三小学校は、統廃合の対象の学校で

ございますが、子供たちがいる間はメンテナンスを行っていきたいと考えております。雨漏

りにつきましても、梅雨どきですので応急対応を行っていきたいと考えております。

以上でございます。

○４番（馬場千惠子） はい、議長。
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○議長（疋田俊文） 馬場議員。

○４番（馬場千惠子） 佐味田川駅のバリアフリー化について、まず再質問したいと思います。

位置づけとか、目的というか背景については、バリアフリー基本構想に書かれているとお

りだと思います。それは、担当課とも、私たちも含めまして、認識は一致しているかと思い

ますけれども、その認識のもとにこのバリアフリー化を求めているわけですけれども、佐味

田川駅を利用している人数が、近鉄とかと協議した結果、国の方針ですけれども、乗降客が

3,000人以上ということですけれども、それについては、もう何年も前から聞いていること

なんですが、何名利用しているかということもさることながら、どういった階層の方が利用

されるかということも見ていかないとだめだと思うんです。

基準は、人数だけではなくて、高齢の方とか階段を利用しにくい方、それから車椅子での

利用の方、また小さい子供さんを持っている方とかが利用されるとなれば、とても今の状態

では利用できないということなんで、さきの質問もありましたけれども、例えば小さな子供

さん、河合町で育った娘さんたちが帰ってきたときに、佐味田川駅を利用できないという、

子供を連れて帰ってこられないというような状況も生まれているということも聞きますし、

また、地域住民の方の要望も大変強いということで、3,000名にこだわらず改善をしていっ

てもらいたいというふうに思います。

特に、佐味田川駅は多くの大字の方が利用されるということで、高塚台とか泉台、または

西穴闇の方とか広瀬台の方、すぐ近くの城内ですかね、マンションの方も含めまして、利用

される方が多いということなんですけれども、働いている方が多かった時期は、かなりの方

が利用されていて、その方が高齢化になって、本当に仕事以外に利用したいというときに利

用できない駅の状態になっているので、お年寄りとかは本当に大切にというか、河合町で住

み続けてもらいたいというような気持ちであるならば、この問題を解決していってもらいた

いというふうに思っています。

また、近鉄も検討しているけれども、なかなか進まないということだったんですけれども、

どのように検討されていて、いつごろ検討されていて、その結果はどうだったのかというこ

ともお聞きしたいと思います。

このバリアフリー化というのは、本当に長年の要望でもありましたので、もちろんエレベ

ーターの設置というのが一番いいわけですけれども、それに限らずいろんな方法を考えてい

ってもらいたい。できるように努めるのではなく、そういった高齢者の方を含めて利用して

もらうということを前提に、バリアフリー化をするということで、どうしたらいいのかとい
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うことも考えていってもらいたいというふうに思います。

この整備については、例えばエレベーターを設置するにしても、国が３分の１を出す、自

治体も３分の１を出すということで、つくるためにどうしたらいいかという財源確保も含め

て具体的に検討していかないと、このままでは佐味田川周辺に住んでいる人は、「年とった

ら佐味田川駅を利用しなくてもいいやん」みたいな発想になってしまいますので、河合町で

安心して暮らしていけるようなまちづくりのためにも、ぜひこれは具体的に解決するための

手だてを打っていってもらいたいというふうに思います。

それと、今後のスケジュールなんですけれども、バリアフリーについても、おおむね10年

以降というのが、20年でも30年でも10年以降になりますので、その辺の具体的なところを示

してもらいたいと思います。長期ということで、バリアフリー構想のところでも、こういっ

た10年以降という曖昧な言い方、全般的にされていますけれども、具体性がないということ

で、そこの点についてもお示しください。

部落差別の解消法のところですけれども、私が最初に言いましたように、新たな差別が生

まれないかというところを懸念しているわけです。この解消法が12月９日に制定されたわけ

ですけれども、その前日の８日に附帯決議というのが出されています。この附帯決議という

のは、今までに私も質問の中でも述べましたけれども、過去の民間の運動団体の行き過ぎた

言動が部落差別の解消を阻害しているということで、そのための警鐘というか、この附帯決

議を遵守するというか大切にしながら、新たな差別が生まれないようにしていってもらいた

いと思います。

また、調査活動についても、この附帯決議にも書かれていますけれども、国がするという

推進法ですので、自治体としては、本当に独自で条例をつくってするとかということはあり

得ないことですので、啓蒙活動にしても、特別扱いするような行き過ぎたことのないような、

憲法に基づいた、附帯決議に基づいた方法でしてもらいたいということを述べておきたいと

思います。

それと、小学校のトイレの改修は、もう既に終わっているということですけれども、雨漏

りについてですけれども、先日からちょっと雨の降った日もありましたけれども、その後の

状況はどうなっていたのか。

また、私も訪問したときに、３階の廊下にバケツとか、たらいとかが20個ほど並んでいた

という異状な状況を目の当たりにしたわけですけれども、何でこのような状態になるまでお

いておいたのかということも疑問なんですけれども、改めて子供たちの教育環境がこんなん
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でいいのかというような疑問もあるわけです。子供たちが安心して学べる、例えば理科教室

もごらんいただいたかと思いますけれども、天井にしみができて、穴があきかけているよう

な、そんな状態で理科の学習が十分できるのかという、雨が降ったらどうしようみたいな、

雨が降ったときには理科の授業はないのかとか、いろいろ思うわけですけれども、そのよう

な状況のないように。また、子供たちがいてる間はメンテナンスをきちっとしていきたいと

いうことでしたので、環境を整えていただくということをお願いしておきたいと思います。

これは、三小だけではなくて一小においても言えることですので、河合町の子供たちがい

い環境で、クーラーのこともトイレのことも言いましたけれども、そういったこともあわせ

て、いい環境で学習できるような、そのようなものをつくっていってもらいたいというふう

に思います。

それと、国保についてですけれども、まだちゃんと決まっていないということですけれど

も、県のシミュレーションというか、県のほうでは、国保税が上がるであろう自治体につい

て、激変緩和ということで援助していこうというようなことも出ていますので、出ていない

からといって、何もそれ待ちになることはないと思うんです。河合町としてできることもし

ていってもらいたいというふうに思うわけですけれども、この激変緩和で県から幾らかおり

てくるわけですけれども、河合町は、特に基金について、ほかの市町村よりも多くの基金が

あるんですね。それはもう比べていただいたらよくわかると思うんですけれども、住民から

集めた国保税だけではないとは思うんですけれども、今まで納めてこられた加入者の方に幾

らか、単位化になるまでに激変緩和―激変緩和については、基金から国保税に補助を出し

ても激変緩和はしていくというふうになっていますので、その心配はないかと思うので、し

ていってもらいたいというふうに思うんですけれども、基金の使い方についても、今いろい

ろと言われましたけれども、その点について、保険税に還元していく予定があるのかどうか

もちょっと聞かせていただきたいというふうに思います。

○まちづくり推進部次長（中山雅至） はい、議長。

○議長（疋田俊文） 中山まちづくり推進部次長。

○まちづくり推進部次長（中山雅至） 多くの方が望まれている佐味田川駅のバリアフリー化

ですが、町のほうでも、エレベーター以外にもスロープを設置する方法やホームの移設、ま

た改札を移設するなどの方法なども検討しております。ですが、国の方針や事業者の方の方

針などの兼ね合いもあって、早期に実施することはできません。しかし、そのような状況下

にあっても、町単独でできることは進めてまいりたいと考えて、例えば段差のある佐味田川
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駅を利用しなくても町外へ移動できるように、豆山きずな号のルート変更をしてみたり、段

差のない駅や停留所に接続するなど、町としてできることは一応やっておりますので、ご理

解をいただきたいと思います。

○４番（馬場千惠子） はい、議長。

○議長（疋田俊文） 馬場議員。

○４番（馬場千惠子） まず、佐味田川駅のことなんですけれども、早期にはできないという

ことで、今までのご答弁を聞いていたら、できないんじゃないかというふうに思うというか、

その気持ちのほうが強くなるわけですけれども、今の佐味田川を利用しなくても、池部の駅

を利用したらいい。豆山きずな号も含めて改善していく、それはそれで改善していただくと

いうことは、すごくいいことだと思います。池部のほうの駅の利用者の方も増えてきている

という状況ですので、いいわけですけれども、例えば、近くの駅を利用したいというのは、

若いときよりも年をとってからのほうが要望が強いわけですよ。わざわざ遠くまで、またバ

スに乗って池部の駅まで行ってというような利用の仕方、それも必要ですけれども、本当に

高齢化していくと、近くにある駅を利用して移動したいという要望のほうが強くなっていく

と思います。

今、河合町で住み続けるというか、年を重ねても河合町で暮らしたい。また、小さな子供

さんが生まれても河合町で暮らしていきたいというような、町としても、その方向で進めら

れているとは思いますけれども、そのためには、これは欠かせない課題だと思います。10年

以降とかいろいろ意見が出ましたけれども、それの話を聞くと、もう全然つくる気がないの

かというように受けとめられても仕方がないというふうに思うんですけれども、実現するた

めにどうするかという具体的なところを真剣に考えてもらいたいというふうに思います。

○まちづくり推進部長（竹田裕昭） 議長。

○議長（疋田俊文） 竹田部長。

○まちづくり推進部長（竹田裕昭） バリアフリー、当然長期になってできないのではないか

というようなことですけれども、我々といたしましては、当然バリアフリーは必要というこ

とでバリアフリー基本構想、それを立てて今現在動いております。当然、近鉄との交渉の中

でも、エレベーターがいいのか駅を変えるほうがいいのかと、いろいろそういうふうなこと

も協議をしております。

我々、当然すぐにできることは、先ほど課長も申しましたようにやっております。例えば、

先ほど言いましたように、豆山きずな号を段差のない停留所でおろして、王寺へ行ってもら
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うとか、当然そういうようなことも考えております。

また、近鉄が10年かかるというようなことも、当然近鉄は企業ですので、利益等を上げる

ためには、その辺も理解できるところです。

今後、何ができるのかというようなことでございますけれども、先ほど森嶋次長のほうが

西村議員の質問で答えましたように、まちづくりの一体となった整備という中で、現在、グ

ランドデザイン考えておりますので、その中の、例えば都市計画マスタープラン、その中に

佐味田川駅の利用の促進等を入れる。また、奈良県とのまちづくり包括協定、その中で今計

画しておりますけれども、駅を中心とした都市機能を見直すとか、それから立地適正化計画、

その中で例えば居住誘導施設等、そういうのでできるだけ利用客を増やしていくとかいうよ

うなことで、まちづくりも含めた検討を今後していきたいというふうに考えております。

○教育部次長（上村欣也） はい、議長。

○議長（疋田俊文） 上村次長。

○教育部次長（上村欣也） 先ほど議員、新たな差別ができるかが心配やというふうにおっし

ゃったと思いますけれども、私のほうとしましては、先ほども申しましたとおり、今までの

取り組みを継続してやらせていただいて、当然、今までの勉強会とかいろんなものにつきま

しては、部落差別だけではなく、ＤＶや子供の虐待とか障害者の方の問題とか、そういうよ

うな勉強会もしておりますので、同じような形でやっていきたいと考えております。

○４番（馬場千惠子） はい。

○議長（疋田俊文） 馬場議員、あと１分ですので、まとめてください。

○４番（馬場千惠子） 国保のところですけれども、保険料とかもなかなか確定しないし、い

つ確定するかという見通しも示されましたけれども、県としては、河合町としてどれだけ納

付するかというような金額も一定示されている中で、ある程度これだけの保険料というのは

算定できるかと思うんです。それぐらいの算定はされているかと思うんですけれども、それ

に基づいて基金をどのように活用していって、激変緩和の金額もある程度入れていただいて、

保険料はどのぐらいになるのか、また、３方式になっていったら高くなる部分もありますの

で、その辺はどうなるのかということも示していただけたらと思います。

○住民福祉課長（中野雅史） 議長。

○議長（疋田俊文） 中野課長。

○住民福祉課長（中野雅史） 今後の保険料の動向、県のほうである程度示されているんじゃ

ないかということなんですけれども、先ほどもお答えさせていただいたんですけれども、現
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在、県のほうでまずシミュレーションした中で、いろいろな課題のほうが出てきております。

というのが、所得情報とか被保険者情報というのは、市町村のほうから県にお渡しさせても

らって、その情報をもとに保険料を求めるということと、あと、平成30年度から1,700億円

の公費の拡充がされます。その公費の配分方法はまだ定めていないという一つの問題があり

ます。

それと、医療費の推計についても、診療報酬の改定による医療費の推計がまだ見込めてい

ないところで、１人当たりの医療費に見合う保険料を確保するのにどれだけになるかという

のが、大きな変動があるということで、その辺は国保のほうの計算システムというのは、国

のほうで配布されて、県のほうでされているんですけれども、そのシステムにおいても、一

部不具合があるということで、そういったことが重なって、今のところ具体的な数値のほう

は、確たる数値というのがお示しさせてもらえないことになりますので、その辺はご了解の

ほうをお願いしたいなと思います。

基金のことなんですけれども、今後、また県のほうも激変緩和ということで、その激変緩

和率というのが県のほうに移行した場合と、移行される前の保険料の伸び、どれだけになる

か。どれだけ激変緩和するかという形になるんですけれども、激変緩和率でいうても、10％

伸びたら、その分を超える部分については、県の特例基金とかいう基金があるんですけれど

も、利用して財源を補塡するのか、15％とするのかということよっても、いろいろその辺の

まだ取り決めも見えていないところがあります。

その辺によって、市町村においての具体的な、これだけの金額を納付してくださいという

金額が示されていないという状況でありますので、その辺は、仮計算というのが11月のほう

にされる予定になりますので、その辺になれば近い数字が出てくるのかなということを思っ

ています。そこから、うちのほうの独自の税率、いろいろなある程度のパターンの税率によ

って保険料を試算して、影響額、被保険者の方の過大な上昇率にならないように、基金を活

用できる範囲で活用させていただいて、その辺は、上昇率のほうは抑えられるんであれば抑

えていきたいと。その激変緩和も６年で、県のほうは統一保険料を目指すということをされ

ていますので、その６年のほうで、どういう持っていき方したら一番滑らかにというか、上

がり幅が少なくなっていくのかというのは、今後検討させていただきたいと思いますので、

よろしくお願いします。

○議長（疋田俊文） これにて、馬場千惠子議員の質問を終結いたします。

暫時休憩いたします。
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１時半から再開します。

休憩 午後 ０時２２分

再開 午後 １時３０分

○議長（疋田俊文） 再開します。

──────────────────────────────────────────────────

◇ 清 原 和 人

○議長（疋田俊文） ４番目に、清原和人議員、登壇の上、質問願います。

○３番（清原和人） はい、議長。

○議長（疋田俊文） 清原議員。

（３番 清原和人 登壇）

○３番（清原和人） 議席番号３番、清原和人が通告に基づいて一般質問をさせていただきま

す。

８年前、学校の統合問題についての統合委員会がありました。私もその一員として参加し

ておりました。人口減を食いとめ、活力あるまちづくりのため、第１に教育問題があります。

活力のある教育環境の充実と、魅力ある教育内容の創造、確立が大切です。

第２の問題として、河合町に住んでうれしい、楽しい、おもしろい、幸せと思えるプライ

ドや特徴のある町になってほしいと常々考えています。また、県内外の人たちに河合町の特

徴や位置を頭にイメージしていただく取り組みやアピールが重要になります。着実な政策の

実行により、若い世代を中心にあらゆる人々に河合町に興味関心を持っていただき、人口増

につながるように願っています。

本日は、３つの課題について質問をいたします。

１つ目は、学校再編についてです。

本年３月に待ちに待った河合町教育大綱素案、河合町教育振興計画、河合町学校再編方針

案が明らかになりました。特に河合町教育大綱の基本方針４の学校教育環境の充実、（１）

学校規模適正化と学校再編では、全国的に少子化が進む中で、本町においても児童生徒数が
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昭和60年前後をピークに、その後は大きく減少すると見込まれます、平成23年３月の河合町

立学校規模適正化検討委員会提言はもとより、文部科学省が小中学校の統廃合を検討する際

の指針となる手引を60年ぶり、平成27年１月に改定しました、この公立小学校・中学校の適

正化規模・適性措置等に関する手引と、平成27年６月に法制化された小中一貫校なども視野

に入れ、学校再編の方針を示し、保護者等に周知した上でさまざまな意見を聞きながら計画

的に進めますと述べられています。

（３）学校施設の改善及び整備では、老朽化が進んでいる学校施設が多く、優先順位の高

いと判断されたものから必要な整備を実施します、ほかにもトイレの改修、バリアフリー化

など学校教育環境の整備に努めますと記されています。河合町の教育改革が動き始めたよう

に感じられます。

河合町学校再編方針案には、適正な教育環境を維持していく上で、学校の再編は避けて通

ることのできない課題となっており、河合町の子供たちによりよい教育環境を提供するため、

学校再編方針を取りまとめると書かれています。

検討結果では、平成32年度に全ての学年が単学級になる第三小学校を第二小学校に統合す

るのが望ましいとまとめられています。

また、中学校再編は速やかな統合とはならないものの、将来は統合の方向で考えられてい

ます。もし中学校の統合の選択をしない場合は、小中一貫校の選択肢も考えられています。

学校再編に向けての取り組みを進めておられますが、次の点につきましてお答えください。

①平成32年度統合を計画されておりますが、保護者、地域の同意を得るためのスケジュー

ルに無理はないのか。

②第二小学校、第三小学校の統合は、第二小学校への吸収統合なのか、それとも新しい学

校でスタートする対等統合になるのか示してください。

③統合までの第三小学校の維持管理や、第二小学校の改修計画についてお答えください。

２つ目は、外国語活動の移行措置についてです。

文部科学省は、2020年度小学校の次期学習指導要領の全面実施に向けて、18年度からの移

行措置の内容を発表しました。英語に親しむ外国語活動の時間を増やすため、総合的な学習

の時間を年15時間まで振りかえてもよいとする指示が出されました。

移行措置は、新旧の指導要領をまたぐ児童生徒の学習内容に漏れが生じないようにするの

が目的です。小学校の英語は、聞く、話すを中心に英語に親しむ外国語活動を３、４年生に

導入し、５、６年生の英語は教科書を使って読む、書くを加えた正式教科になります。３年
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から６年生の授業時数は年35時間増えます。増加分は学校の判断で土曜日に授業したり、５、

６年生では１時間45分の授業を15分に分割して、始業前に授業することもできます。河合町

内の子供たちが英語嫌いにならないため、教育委員会として移行期間をどのように考え、現

場に指示される予定ですか。また、それに向けた教員研修の計画についてお答えください。

３つ目は、河合町のキャッチフレーズについてお聞きします。

私は５月に大阪府阪南市の箱の浦自治会まちづくり協議会に視察研修に行きました。視察

中、協議会の役員さんと河合町についての話になりましたが、河合町の位置や特色について

ほとんど理解されていないことがわかり、愕然としました。名阪の法隆寺インターチェンジ

が河合町だと説明すると、位置関係については少しわかっていただけたようです。河合町の

存在を知ってもらえるインパクトのあるキャッチフレーズが今必要だと思われます。

河合町には大和川、古墳、廣瀬神社、馬見丘陵公園、旧村の町並みや里山、西大和ニュー

タウン、近鉄３駅、法隆寺インターチェンジ等数多くの自然環境、文化遺産、温かい人情、

ベッドタウン、交通の要所の特色があります。

例えば、「かわいいまち河合町」、「古墳のまち河合町」、「馬見丘陵公園のまち河合

町」のような河合町としてのキャッチフレーズを制定して、内外にアピールすることが大切

だと思われます。

「水辺の里河合町」のキャッチフレーズが長年存在していますが、余り浸透していないの

が正直な実感です。若い世代を中心とした定住促進や多くの観光客に来ていただき、河合町

に興味を持っていただく起爆剤につながります。

河合町として、このことについてどのように受けとめておられますか。また、構想や計画

があれば教えてください。

再質問につきましては自席で行います。

○教育総務課長（杉本正範） はい、議長。

○議長（疋田俊文） 杉本教育総務課長。

○教育総務課長（杉本正範） 学校再編についてと外国語活動の移行措置についてにお答えさ

せていただきます。

まず学校再編でございますが、スケジュールに無理はないかというご質問です。

統合のスケジュールにつきましては、平成32年４月まで３年を切り、無理がないかという

ことですが、教育委員会ではパブリックコメント行ったほか、小学校以下の子供を持つ保護

者の方にアンケートを実施しました。現在集計を行っているところでございます。また、こ
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れらの結果を広報誌やホームページに掲載するとともに、今後は、住民・保護者を対象に説

明会を行う予定でございます。一人でも多くの方にご理解をいただきたく行うものでござい

ます。

このような形で実際に動き出しておりまして、計画どおり運んでいると考えております。

次に、対等の立場での統合かということですが、統合に際しては、どちらかの学校のやり

方を踏襲するのではなく、互いの話し合いによって運営方法など決定していきたいと考えて

おります。

次に、統合までの三小、二小の件でございますが、学校が存続する間は、維持管理を行っ

ていきたいと考えております。また第二小学校につきましては、建築後四十数年を経過して

いますので、学校再編の方針にもありますように大規模な改修を行いたいと考えています。

規模や内容につきましては、 現在検討しているところでございます。

２点目の外国語活動の移行措置についてでございますが、平成32年度の小学校での英語の

教科化に向け検討を行っているところでございます。今一番の課題は、授業時間の確保にあ

ると思います。

現在５、６年生は、週１時間の英語に親しむ時間を確保していますが、教科化となります

ともう１時間確保しなければなりません。時間の確保につきましては、モジュールと呼ばれ

る45分授業を分割して15分授業を週３回行うことや、総合学習の時間を英語に充てること、

また職員会議の時間を充てるなどといったことが考えられます。町内の各小学校では、時間

の確保の方法を同じにしようと話し合っているところでございます。

研修につきましても、県教育委員会の研修が夏休みなどを中心に始まっております。各小

学校でも校内研修を実施し、スムーズに移行できるよう努めているところでございます。

以上でございます。

○企画部次長（森嶋雅也） 議長。

○議長（疋田俊文） 森嶋企画部次長。

○企画部次長（森嶋雅也） 私のほうからは、河合町のキャッチフレーズについてお答えをさ

せていただきます。

これまでまちづくりの指針といたしまして、「輝きと潤いを みんなで築く 水辺の里」、

「都市機能を有する田舎づくり」、「地域の絆づくり」などを掲げ、それに応じた各種ハー

ド及びソフト面の整備をしてまいりました。どちらかというと町民向けのコンセプトになっ

ておりまして、町外の方へのプロモーションには至っていなかったのかもしれないと考えて
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おります。

しかし、昨今、地方創生が叫ばれる中、本町でも人口対策を進めておりまして、移住定住

の促進のために町外の方に河合町の住みやすさを発信していく必要があると認識をしており

ます。

そのためには、河合町街再生総合戦略を作成する上でかかわっていただいた住民や有識者、

並びに全職員からの意見を踏まえて、さらには河合町の人口構造の問題である、若者が出て

いってしまう現状を何とかしないといけないという思いから、町の魅力や住みやすさを発信

し、町に住み続けてもらい、また転出した方を呼び戻すための施策を「そうだ、やっぱり河

合で暮らそう！」というキャッチフレーズであらわして、推し進めているところです。

これからも、このキャッチフレーズとともに、町のイメージキャラクター「すな丸」を携

えて継続的に町外へのイベントなどにも出向き、地道に河合町の住みやすさを町外の方にプ

ロモーションしていきたいと考えております。

以上です。

○３番（清原和人） はい、議長。

○議長（疋田俊文） 清原議員。

○３番（清原和人） それでは、ちょっと再質問をいたします。

初めに学校再編についてです。今ちょっと答えてもらったんですけれども、流れとしては

わかりました。小学校の統合の方向性の後に、ちょっと教育大綱や学校再編方針の中学校再

編の検討の中でちょっと述べられています小中一貫校の選択肢もあると考えます、そういう

ように中ではちょっと記されています。どのような狙いがあるのか、それだけちょっと後で

答えてもらえたらなと思います。

それから、第二小学校については新しくスタートしますので、これから改修のことをしっ

かり考えていくということで回答していただきました。第三小学校につきましては午前中質

問、それから説明あったんですけれども、第二小学校も、先ほど言っていただいたように町

内では古い学校になっています。各教室、それから非常階段に出る扉の鍵がやっぱりかかり

にくいとか、それからガラスの補修とか、それとか教室の一番後ろのロッカーのあたり、上

のベニヤ板も長年の使用でやっぱり劣化している、けがの原因になっていると、そういうよ

うなこともあります。

また、非常階段の蛍光灯もちょっと壊れていると、そういうような状態になっていますの

で、とにかく統合で新しいスタートを切るために、しっかり改修計画をやってほしいなと思
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っています。それについてもちょっと再度回答をお願いします。

それから、外国語活動の移行措置についてです。それについてもちょっと聞きたいことが

あります。

先ほど課長のお答えがあって、各校のばらつきというか、なるべく起きないようにすると

いうことで言ってもらったんですけれども、教育委員会のリーダーシップを発揮してもらっ

て、３つある小学校の中で、あるところだけは移行期間というか、本番までの間15時間使う

けれども、あるところは使わないとか、そういうようになればちょっと保護者の不安も大き

くなりますので、とにかく各校のばらつきが起きないようにちょっとお願いしたいなという

ことと、それから、今多分町内でも経済格差等による保護者の不安というか、また英語も教

科になる、また塾に行かせなければならない、そういうようなことも多分出てくると思いま

す。

そういう意味で、河合町内にも英語の堪能なというか、そういう地域の方々が多くおられ

ます。ある学校には地域サポーターも入っているということも聞いていますので、各３つの

小学校に満遍なくちょっと入るように配慮願えたらな。

それとまた社会教育、夏休みとか冬休み、そういうのを利用して英語に親しめるというか、

そういうようなところもちょっと考えていただけたらなというように願っています。

この２つの点について、またよろしくお願いします。

それから、最後、河合町のキャッチフレーズのことです。

今河合町を取り巻く中では、近鉄へ乗りましたら、「池部馬見丘陵公園前」とか、それか

ら駅の掲示ポスターもかなり整理されていまして、多分訪れてこられる方にはいいイメージ

が伝わっているかなと思います。でも、ちょうど１週間ほど前ですか、ちょっと三重県のほ

うへ行きまして、ちょうど伊勢自動車道を走っているときには、高校レストランのある町、

何々町というのが高速道路に看板が上がっていまして、ああ、これテレビでよくやっている

やつやな、マスコミにも数多く取り上げられている町なんだなとすぐわかりました。

そういう意味でも、河合町も名阪が通っていますし、そういうような看板というか、今絵

だけしか描いていないと思うんですけれども、そういうような、もしいけるんであればそん

な感じでキャッチフレーズを出すとか。

それとか、また河合町でもいろんな取り組みをされていると思います。そういうことで情

報発信もできると思いますので、再度どのように考えて。今もし何かやっていることがあっ

たら、もうちょっと具体的に教えてください。
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以上です。お願いします。

○教育総務課長（杉本正範） はい、議長。

○議長（疋田俊文） 杉本課長。

○教育総務課長（杉本正範） 小中一貫校につきましてでございますけれども、新しい考え方

として国から提案がありまして、近隣でも取り組まれるというところがございます。教育の

効果というところがまだまだ不確定なところもあると思いますので、その辺を検証してこれ

からの町の方向性というのを決定していきたいと考えております。

一貫校の狙いというのはよく言われる中１ギャップをなくすとか、弾力的な区割りができ

るとかいったところかなと思っております。

二小の改修につきましても当然行っていきたいと考えておりますので、その辺は実施した

いと思います。

次に英語でございますが、英語につきましても先ほど言いましたようにばらつきが起きな

いように、校長会初めその辺で学校のほうに指示を行っているところでございますし、また

今年度から一小、二小にもＩＣＴ機器を導入するところでございますので、その辺も活用し

ていこうと考えております。

以上でございます。

○企画部次長（森嶋雅也） はい、議長。

○議長（疋田俊文） 森嶋企画部次長。

○企画部次長（森嶋雅也） キャッチフレーズですが、余り乱立しますと焦点がぼやけてしま

うということもございますし、キャッチフレーズだけではやはりだめなのかなと考えていま

す。その後に続く戦略というのがやはり重要なのではないかなと思っています。

例えば、議員おっしゃった「かわいいまち河合町」ということであれば、国のクールジャ

パン戦略ということで、アニメ、フィギュアとかのコンテンツであったりファッションであ

ったり、そういう戦略とうまいことかけ合わせて、例えばクリエーティブ産業を充実させる

とか、そういったところまでの戦略をしっかりと定める必要があるのかなと思っています。

ただ、トレンドとともにキャッチフレーズ、キャッチコピーというのは変化するものと考

えておりまして、その時代背景に応じたものもタイムリーに発信できるようにアンテナは常

に十分広げて準備しておきたいと思っています。

そのような中、今年は全国規模の国民文化祭等が奈良県で開催されます。河合町は「よう

かいあーとふぇす」と銘打って展開する予定でございます。来年には近鉄開通100周年イベ
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ントも開催されますので、何か新しいトピックが生まれる期待感があるのではと考えていま

す。そういったところで、今あるさまざまな魅力的な資源、それが今点として存在していま

すので、いろいろな手段を講じてこれを線にする、さらには面にするという施策を展開して

いきたいと考えております。

以上です。

○３番（清原和人） はい、議長。

○議長（疋田俊文） 清原議員。

○３番（清原和人） きょう冒頭で申し上げましたように、活力のあるというか、やっぱり教

育環境の充実と魅力ある教育内容の創造とか確立を目指してほしいなと思っていることと、

それからやっぱり河合町に住んでよかった、そういうプライドや特徴のある町に向けたとい

うか、そういう取り組みの充実もお願いしたいと思っています。

とにかく人に優しくというか、活力ある河合町になってほしい。そういうことを願いまし

て、私の本日の質問を終わりたいと思います。

○議長（疋田俊文） これにて、清原和人議員の質問を終結いたします。

──────────────────────────────────────────────────

◇ 森 尾 和 正

○議長（疋田俊文） ５番目に、森尾和正議員、登壇の上、質問願います。

○７番（森尾和正） はい、議長。

○議長（疋田俊文） 森尾議員。

（７番 森尾和正 登壇）

○７番（森尾和正） 議席ナンバー７番、森尾和正が通告書に基づいて質問いたします。

１番、平成29年度予算と専決処分について。

平成29年度当初予算は否決されました。大幅な予算増額の場合は全員協議会を開いて、も

っともっと議論を重ねて説明もするべきだったと思います。日程に余裕がないため一部を除

いて専決処分されました。日程は最初からわかっていますので、もっと余裕を持つべきでは

なかったでしょうか。せっかく審議した議案が議会を通さず、議論もなしで専決処分で決ま

るというのは、議会の存在がありません。今後どのようにしていくのかを説明してください。

２番目、本庁舎の耐震補強工事について。
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災害本部となる本庁舎の耐震補強工事は、早くしなければなりません。耐震補強工事ので

きた自治体へ視察に行ったり、近隣の市町村の工事金額を参考にして、少しでも低い金額に

するための検討はされていますか。

この近隣の市町村の工事金額を参考にして、少しでも低い金額というのは、この去年から

今年の予算を見ていたら、認定こども園、防災無線、情報発信基地、庁舎の耐震はまだです

けれども、これも今年度入りますけれども、それを入れるとざっと30億円です。認定こども

園は広陵は７億ぐらい、防災も当初予算は６億5,000万がよそは二、三億でした。何かよそ

より倍みたいな金額を伺います。耐震もそのような予感がします。それでこの質問をしまし

た。

３番目、ふるさと納税について。ふるさと納税の受入額が近年急増しています。その背景

には、寄附者が実質負担2,000円でそれを上回る返礼品をもらえるという仕組みの認知が広

がったことや、制度の拡充があります。

ふるさと納税は自治体の地域活性化にプラスの効果があります。今後は体験型の返礼品を

拡充したり、魅力的な政策や事業に対する寄附を呼びかけたりする自治体が多くあらわれて

くることが予想されます。河合町としてはどのように対応されていますか。

４番目、学童保育児童の安全について。学童児童の夏休みなどは集団登校ではなく、１人

で登校します。また夕方の下校も危険です。児童の安全はどのように考えておられますか。

５番、学校のＰＴＡについて。共働きの多くなった現在では、小中学校のＰＴＡ活動は保

護者にとって負担になっています。全国では入会は任意が本当ですけれども、任意のところ

が増えていますので退会が増えていると聞きます。河合町の現状は今どのようになっていま

すか。

再質があれば議席にて質問させていただきます。

○財政課長（上村卓也） はい、議長。

○議長（疋田俊文） 上村財政課長。

○財政課長（上村卓也） 私のほうからは、平成29年度予算と専決処分について答弁させてい

ただきます。

平成29年度当初予算につきましては、２月27日全員協議会で増減理由や主な事業について

説明し、あわせて財政健全化計画の見直しや認定こども園の基本設計概要などについても、

全議員の皆様に説明させていただきました。その後、３月定例会に提案いたしましたが、議

会からの修正案等の提示もなく、原案否決となりました。
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新年度開始までに当初予算が成立していない場合、住民生活や行財政運営に多大な影響が

予想されるため、臨時会の開催に向けて調整を重ねましたが、同意を得ることができず、臨

時会を招集する時間的余裕がなくなったことから、やむを得ず地方自治法第179条第１項の

規定に基づき、３月30日付で専決処分をさせていただいたところでございます。

また、専決処分いたしました一般会計予算では、議会から修正案等の具体的な反対理由は

示されませんでしたが、予算委員会での審議や反対討論などから、否決の原因と思われます

認定こども園の整備、それと健全化に伴うイベント等の削減について、当初予算には計上せ

ず、継続事業あるいは国庫補助事業で当初予算に計上しなければ補助金が交付されない事業

など、どうしても必要な事業についてのみ計上しており、決して議会の意見を軽視するもの

ではございません。

なお、認定こども園の整備や財政健全化に伴うイベント等の削減につきましては、町民の

意見を伺い、また議会との意思疎通も図りながら、再度検討を行い、その結果により補正予

算で提案などを考えてまいります。

以上でございます。

○議長（疋田俊文） 木村総務部次長。

○総務部次長（木村光弘） それでは、私のほうから庁舎の耐震補強工事とふるさと納税につ

いてお答えさせていただきたいと思います。

まず、本庁舎の耐震補強工事についてでございますが、耐震補強の工法等を検討するに当

たりまして、近隣の自治体における補強工法、工事費用など状況調査を行い、参考にはして

おります。

しかし、本庁舎と近隣自治体庁舎とは耐震の安全診断数値やまた建物の構造が異なるため、

補強工法や補強を必要とする箇所数等がかなり異なっていますので、近隣の自治体の工事費

用のみを参考にして本庁舎の耐震工事を考えることは困難であると思っております。ただ、

耐震補強が一応基本として考えておりますので、必要以上の改修工事は今のところ考えてお

りませんので、その辺、ご理解のほどよろしくお願いしたいと思います。

続きまして、ふるさと納税についてでございます。

ふるさと納税の推進施策の対応状況でございますが、平成27年度からふるさと納税者に対

し、お礼の品の贈呈を実施しておりまして、現在はパンフレット、チラシ、町のホームペー

ジ、民間サイトのホームページによる啓発広報等を行っております。

今年度は、寄附者からの意見にもありました、寄附者にとって便利でありますインターネ
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ットを通しての申し込みによるクレジット決済、コンビニからの寄附金の納入が可能となる

よう、民間業者との手続を進めているところでございます。

また、今後につきましては、引き続きお礼の品の協力企業者への依頼、また、すな丸グッ

ズなどの商品の開発、ユニークな企画や事業などのことを検討しまして、今後寄附の募集を

してまいりたいと思っております。

また、西大和学園ＯＢ会とか町外在住者、民間事業者などへのチラシの配布、県の公共施

設などへのチラシの設置などを行い、ふるさと納税額の拡充を図りたいと考えておりますの

で、よろしくお願いしたいと思います。

○福祉部次長（辰己 環） はい、議長。

○議長（疋田俊文） 辰己次長。

○福祉部次長（辰己 環） 私のほうからは、学童保育児童の安全についてお答えさせていた

だきます。

町としましても登下校の安全は大切なことだと考えておりますので、学童保育に入所申し

込みいただくときに、保護者の方に、登下校は保護者、家族等によって行っていただくよう

お願いしているところでございます。

そしてまた、同じ方向に帰る児童がありましたら、指導員によります声かけをして、一緒

に帰るよう徹底しているところでございます。

そして、学校でも、もし何かあったら大声を出しなさい、110番の家を確認しておいて逃

げ込みなさいなどの指導も行っていただいているところでございます。そして、もし何かあ

れば保険対応というので保険の適用もさせていただいているところです。

以上です。

○教育部次長（上村欣也） はい、議長。

○議長（疋田俊文） 上村教育部次長。

○教育部次長（上村欣也） 私のほうからは、学校のＰＴＡについてお答えいたします。

ペアレント、ティーチャー、アソシエーションを略してＰＴＡという言い方をしておりま

す。アソシエーション、すなわち共通の目的や関心を持つ人々が自発的に組織する団体とい

う意昧でございます。

本町には、それぞれ幼稚園・小中学校にＰＴＡが組織され、保護者と学校が連携をして各

校・園の運営を進められてきているところでございます。活動内容には学校間で違いはあり

ますが、運動会や文化祭のサポートのほか、バザーや避難所体験などにも参画していただき、
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地域の皆さんにも評価をしていただいておるところでございます。

しかし、ご質問で触れられましたように、共働き家庭やひとり親家庭が多くなっておりま

す。そのため、各校・園で活動の縮小や見直しをし、負担軽減を進めているところでござい

ます。校・園の運営が円滑に進められるよう、引き続き保護者の皆さんと十分協議を重ねる

必要があると認識しております。

以上です。

○７番（森尾和正） 議長。

○議長（疋田俊文） 森尾議員。

○７番（森尾和正） １番目。この当初予算と専決処分なんですけれども、初日の日に町長か

らもこの専決処分の理由を聞き、それは住民生活のためということで、いろいろなことを考

慮すると、それはそれで理解はできるんですけれども、住民の皆さんは、これからも専決が

頻発されるんちゃうか。予算なんかはちょっとこれ異常ですしね。せやから、そういう面で

も、できたらこの場で町長の答弁をいただきたいと思います。今後どうなるかということは

ちょっと今の答えではなかったように思いますので、今後どういう、不安を持ってはります

ので、その答弁をお願いします。

それと、本庁舎の耐震補強工事。他町村なんかはどんなところを大体視察に行かれました

か。

それと、ふるさと納税。河合町としたら納税額と返礼品はどんなものか、金額と返礼品は

どんなものか教えてください。

それと学童保育の児童、保護者に送り迎えはしていただくようにということですが、なか

なかやっぱりできない家庭もありますしね。ちょっと僕の家の話で悪いんですけれども、二

十何年前ですけれども、うちの上の娘は学童へ行っていまして、僕はどうしてももうその送

り迎えはできませんし、１人で帰らせました。そしたら５時か６時でしたか、帰る、ほんな

ら変な不審者が後をつけてくると。

家の中へ入ると同時に鍵をあけたときにドアに一緒に入られたら怖いから、裏の庭へ行っ

てもまたついてこられたら怖いから、もうどこかうろうろしていたんですって。ほんで、や

っとこさ近所の人がそれを見て、そこの家へ助けてくれましたけれども。ほんで後で後日聞

いたら、近所のやっぱり女の子が被害に遭っていました。

せやから、どうしてもこの送り迎えのできへん家庭もありますので、その辺ちょっとこれ

からの検討というか、それをちょっとお答えください。
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それと、学校のＰＴＡ、今はどのぐらいの入会率ですか。

○財政課長（上村卓也） はい、議長。

○議長（疋田俊文） 上村財政課長。

○財政課長（上村卓也） 私のほうからは、予算の専決処分について住民の方が不安に思われ

ているということについて、答弁させていただきたいと思います。

平成29年度の当初予算の専決処分につきましては、臨時会の開催に向け調整を重ねてきま

したが、同意を得ることができず、臨時会を招集する時間的余裕がなくなったことからやむ

を得ず行わせていただいたものでございます。住民生活や行財政運営への影響を考えた結果、

専決処分をせざるを得なかったということをご理解願いたいというように思います。

また、専決処分の内容につきましては、否決となりました予算をそのまま専決処分したの

ではなく、予算委員会での審議などで否決の原因と思われる認定こども園の整備、また健全

化に伴うイベント等の削減を除き、義務的経費や継続事業などに限定しまして専決処分を行

わせていただいたものでございます。

このことにつきましては、住民の皆様にもご理解いただけるよう専決処分を行った経緯な

どについて、６月１日付で町広報誌やホームページにより説明させていただき、さらに議員

が今おっしゃいましたように６月の議会初日に町長から全議員の皆様に報告させていただい

たところでございます。また、７月８日に予定しておりますタウンミーティングでも説明し

てまいりたいと考えております。

今後につきましても、予算の専決処分につきましては慎重に対応してまいりたいと考えて

おります。

以上でございます。

○総務部次長（木村光弘） はい、議長。

○議長（疋田俊文） 木村総務部次長。

○総務部次長（木村光弘） 私のほうから庁舎耐震補強でどこを参考にされたかという市町村

でございますが、北葛の３町、上牧町、王寺町、広陵町の３町を参考とさせていただいてお

ります。

あと、ふるさと納税の返礼品としてどのようなものかということですが、一応町の特産品

としてイチゴ、ブドウ、漬物のもと、洋菓子、肉などがございます。一応16品の中から選択

できるようになっておりますので、寄附された方が希望されたものを返礼品としてお送りさ

せていただいております。
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それと、当町における寄附の申し込み状況だったと思いますが、24、25年度あたりはふる

さと納税としては申し込み等はございませんでした。26年度に２件で３万円、27年度、返礼

品を始めたことによってかどうかはわかりませんけれども、102件という形で217万5,000円。

それで昨年度、28年度につきましては29件の61万円というような状況でございます。

○福祉部次長（辰己 環） はい、議長。

○議長（疋田俊文） 辰己次長。

○福祉部次長（辰己 環） 学童の送り迎えについてですが、先ほど回答させていただいたよ

うに、申し込み時におきまして保護者の方に登下校は送迎していただくようお願いしている

ところで、現在は基本的には、第一小学校、第三小学校では、基本保護者の方でお迎え等の

送迎はしていただいているところでございます。二小に関しましては学童保育の時間、５時

までの時間帯は集団で帰るように指導させていただいておりまして、集団下校をしていただ

いております。そして５時以降、延長保育６時までの方は、保護者の方が送り迎えしていた

だいているのが現状でございます。

○教育部次長（上村欣也） はい、議長。

○議長（疋田俊文） 上村教育部次長。

○教育部次長（上村欣也） 私としましては、学校運営は全ての保護者との共同作業だと認識

しておりますので、そういう意味で皆さんに協力を求め、また協力をいただいております。

以上です。

○７番（森尾和正） 議長。

○議長（疋田俊文） 森尾議員。

○７番（森尾和正） 今の３番のふるさと納税なんですけれども、27年度102件やったのに28

年度29件というのは、それは原因は何でしょうか。

それと５番の学校ＰＴＡですけれども、一応はＰＴＡ活動の必要性を訴えていると今おっ

しゃったんですけれども、大体ほとんど全員が入られていますか。

○総務部次長（木村光弘） はい、議長。

○議長（疋田俊文） 木村総務部次長。

○総務部次長（木村光弘） ふるさと納税の27年度から28年度にかなりの減数というその原因

ということですが、これが原因かどうかというのは、はっきりしたものはわかりませんが、

推測としまして27年度に河合町が初めて商品を返礼品として取り入れたと。その中に珍しく

紅白のイチゴを掲載させていただきました。それらが珍しかったのか、ほとんどそれらのほ
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うの申し込みがもう６割７割程度がそういう形でした。

それらをまた次の年度も僕らは期待をしていたんですが、ちょっとそれらのリピーターと

いうのが余りもう少なかったのか、またこちらのＰＲの仕方が悪かったのか、そういうのも

一理あるかとは思いますねんけども、その辺が一つの要因であろうかと思っています。

そういうことも兼ねて寄附される方の希望されるクレジット決済とか、コンビニでの納付

ができるようにというような希望とか意見等もいただいておりましたので、今年度そういう

ような形を通しまして進めているところで、それで今年度はまた若干そういうので増えるん

じゃないかなというような期待は持っております。

○教育部次長（上村欣也） はい、議長。

○議長（疋田俊文） 上村教育部次長。

○教育部次長（上村欣也） 申しわけございません、全ての校・園、加入率は100％になって

おります。

○７番（森尾和正） 議長。

○議長（疋田俊文） 森尾議員。

○７番（森尾和正） ふるさと納税、いろんな返礼品で多少そのときのあれで伸びたりいろい

ろあると思いますけれども、返礼品も物じゃなくて体験型、河合町はいろんな古墳群、馬見

丘陵公園、いろいろな歴史的なものがありますので、それとか魅力的な政策、そんな事業は

予定されていますか。

○総務部次長（木村光弘） はい、議長。

○議長（疋田俊文） 木村総務部次長。

○総務部次長（木村光弘） 今議員おっしゃった体験型とか、魅力的な政策に対するふるさと

納税の募集ですが、現在のところ今まではそういうのを対象として募集等はしておりません

でしたが、今年度、今おっしゃったような形で何かいいもの、体験型、また魅力的な政策、

事業等を取り上げて、それらに対しての募集というような形での検討も今のところしており

ますので、今後もまたそれらを取り入れたいなとは思っております。

○７番（森尾和正） 議長。

○議長（疋田俊文） 森尾議員。

○７番（森尾和正） この体験型、魅力的なというのは、河合町は歴史のある町ですので、今

生涯学習課では、そこと政策調整課の夢ビジョンとかでいろんな魅力的な政策を考えておら

れますので、政策調整課、それと生涯学習課とか、３つの課で検討して物すごくいい事業を
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考えたらいいかと思いますけれども、どうですか。

○総務部次長（木村光弘） はい、議長。

○議長（疋田俊文） 木村総務部次長。

○総務部次長（木村光弘） 検討におきましてはその課だけじゃなく、全庁、次長なり部長と

かが集まった中でも、皆さんのご意見を取り入れて検討もしているところでございますので、

その辺ご理解していただきたいと思います。

○７番（森尾和正） 議長。

○議長（疋田俊文） 森尾議員。

○７番（森尾和正） これにて森尾の質問を終わります。

○議長（疋田俊文） これにて、森尾和正議員の質問を終結いたします。

──────────────────────────────────────────────────

◇ 岡 田 美伊子

○議長（疋田俊文） ６番目に、岡田美伊子議員、登壇の上、質問願います。

○１番（岡田美伊子） はい、議長。

○議長（疋田俊文） 岡田議員。

（１番 岡田美伊子 登壇）

○１番（岡田美伊子） １番、岡田美伊子が通告書に基づいて一般質問いたします。

初めに、ピロリ菌について質問させていただきます。

胃がん患者の95％がピロリ菌に感染していることがわかり、ピロリ菌の除菌をすることが

胃がんを予防すると言われています。ピロリ菌除去後の胃がどのように傷害を受けているの

か、ピロリ菌に感染すると数週間から数カ月で100％の人が慢性胃炎になると言われており、

そのままにしていると慢性胃炎から萎縮性胃炎を経て分化型胃がんへと進むことがあります。

また、慢性胃炎から萎縮性胃炎を経ないで直接未分化型胃がんへと進むケースもあり、慢

性胃炎から胃潰瘍、十二指腸潰瘍、胃ＭＡＬＴリンパ腫、機能性ディスペプシア、胃ポリー

プ、特発性血小板減少性紫斑病へと進むコースもあります。ピロリ菌によって発生する胃の

病気は、ほとんど全ては慢性胃炎から始まっているということが言えます。

胃がんについては、公明党の主張で、平成25年２月に悲願である胃がん予防のためのヘリ

コバクターピロリ菌の除菌が保険適用として認められ、これまでに３万件を超える除菌が行
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われました。胃内視鏡を保険適用の要件としたことから、除菌により将来胃がん予防だけで

なく、現在の胃がんも発見し、早期治療につながっております。

今こそ胃がん検診にピロリ菌除菌検査を早急に導入していただき、将来胃がんと現在の胃

がんの早期発見につなげるべきだと思います。河合町の見解はいかがでしょうか。

また、がん検診推進事業で子宮頸がん、乳がん、大腸がんの無償検診クーポン券の配布効

果はどのぐらい行われているのでしょうか。

次に、災害時における避難所や病院等では、お湯と飲料の確保のための災害協定の推進に

ついて、平成７年の阪神・淡路大震災や平成23年の東日本大震災、さらには一昨年、関東東

北豪雨など、我が国ではこれまでにも地震、津波、さらには台風等による風水害など多くの

災害が発生しています。

このような経験から、国を初め各自治体で防災減災に対する意識が高まり、各地でその対

策や防災訓練などが講じられてきています。このような中、災害時にはその初期段階及び避

難所において飲料を確保することが重要でありますが、近年、飲料自動販売機の中には災害

時に被災者に対して無料で飲料を提供する災害支援型自動販売機があり、各地方自治体にお

いては災害時に被災者に飲料を提供することを目的に、飲料メーカーとの災害支援協定を進

めている自治体もあるそうです。

中でも、東日本大震災の経験から生まれた災害支援型紙コップ式自動販売機は、災害発生

後、電気、水道が確保されれば、災害時にお湯、お水等に、特にお湯が無料で提供できるた

め、赤ちゃんの粉ミルクの調乳やアルファ米の調理等において大きなメリットがあると言わ

れています。

これまでの主な実績としては、常総市での鬼怒川決壊による避難所では、９月10日の提携

開始から10月10日の避難所閉鎖までに延べ8,000杯が提供されました。また、昨年４月の熊

本地震では、災害協定締結先の病院機関において、１日最大500杯の提供がされ、各地から

派遣されたＤＭＡＴの方からもお湯の提供は大変に助かったとの声も出ているそうです。

そこで、河合町においても、このような災害時に避難所や病院等において、お湯と飲料を

提供できる災害支援型紙コップ式自動販売機の設置並びに災害協定の締結を検討すべきであ

ると思いますが、いかがでしょうか。

再質問は議席にて行います。

○保健スポーツ課長（中野典昭） はい、議長。

○議長（疋田俊文） 中野スポーツ課長。
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○保健スポーツ課長（中野典昭） それでは、ピロリ菌検査について。

河合町ではピロリ菌検査も同じように導入しないのかという質問でございますが、現在の

ところ、症状がない時期にできるだけ早く胃がんを発見し、早期に治療を考えるよう、今年

度より胃内視鏡検査を実施すべく準備を進めております。

ピロリ菌検査は胃がんそのものを発見する検査ではございませんので、個人負担となりま

すが、人間ドック等のオプションにおいて受診いただければと考えております。ご理解よろ

しくお願いします。

通告書のがんの件数なんですが、後日改めて報告させていただきたいと思います。どうぞ

よろしくお願いします。

○安心安全推進課長（阪本武司） はい、議長。

○議長（疋田俊文） 阪本安心安全課長。

○安心安全推進課長（阪本武司） それでは、災害支援型自動販売機についてお答えさせてい

ただきます。

これは、飲料メーカーが社会貢献の一環として2003年から各企業が始めておるものでござ

います。設置者と飲料メーカーとが協定を結びまして、災害時、どの程度の災害が起これば

無料で飲料が利用できるという協定を結ぶものでございます。

現在、役場を含めまして町の施設に11台ほど自動販売機が設置されております。ただ、こ

の自動販売機は、行政財産の占用許可をとられたＮＰＯ法人が設置された自動販売機でござ

いまして、したがいまして直接町がその自動販売機に関しまして直ちに災害支援型というこ

との協定は、すぐにはできるものではございません。

ですので、その設置者の方あるいはその設置者と契約をされている飲料メーカー、飲料提

供事業者の方とも協議というものが必要になってまいります。設置に当たりましての課題が

いろいろございます。その課題について検討させていただきまして、設置を考えたいと思っ

ております。

○１番（岡田美伊子） はい、議長。

○議長（疋田俊文） 岡田議員。

○１番（岡田美伊子） ありがとうございました。

ピロリ菌なんですけれども、本当に今胃がんとかで亡くなる方、すごく多いので、早くピ

ロリ菌を見つけてやることで除去もできるし、そのことをやっぱり早くしないと、胃がんっ

てすごく、がんで亡くなる方、結構今多いですよね。いろんながんもありますけれども。
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特に浅香教授は、40歳までは成人式に一度ピロリ菌の検査をして陽性であれば除菌する。

50歳以降はピロリ菌検査を血液をとって行うペプシノーゲン検査を行い、陽性であれば除菌

をして、後は内視鏡観察を行う。それによって10年から20年で我が国は胃がんの撲滅ができ

るのではないかという先生の声があったんですね。

だから何とか、やっぱりピロリ菌というのは本当に早く見つけてやると早くがんの方も少

なくなると思うので、やっぱり早く河合町としてもその辺を胃がんと一緒にやっていただけ

たら一番ありがたいと思います。

それと、災害時における自動販売機ですけれども、これはまたできるだけ早く河合町にも

進めていただければと思います。

以上です。

○福祉部長（門口光男） 議長。

○議長（疋田俊文） 門口部長。

○福祉部長（門口光男） 胃がんにつきましては、ピロリ菌の感染が根底にあり、通常の何倍

ものがんになる、高まるという一説もございますけれども、胃がんそのものを発見するとい

う検査ではないため、現在、国並びに県におきましても推奨されておりませんが、今回一般

質問をいただいておりますので、町の医師会の先生方のご意見を伺いながら、有効な対策と

いいますか、手だてを講じてまいりたいというように考えますので、ご理解のほうよろしく

お願いします。

○１番（岡田美伊子） はい、議長。

○議長（疋田俊文） 岡田議員。

○１番（岡田美伊子） ありがとうございます。前向きにお願いいたします。ありがとうござ

いました。

○議長（疋田俊文） これにて、岡田美伊子議員の質問を終結いたします。

──────────────────────────────────────────────────

◇ 大 西 孝 幸

○議長（疋田俊文） ７番目に、大西孝幸議員、登壇の上、質問願います。

○２番（大西孝幸） はい、議長。

○議長（疋田俊文） 大西議員。
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（２番 大西孝幸 登壇）

○２番（大西孝幸） 議席番号２番、大西孝幸が通告書に基づき質問いたします。

障害を持っている方に対してのサポート体制についてということです。

まず、障害にはいろんな障害があると思います。障害者基本法では障害者の定義を身体障

害、知的障害、精神障害と大きく３つに定義されています。

まず身体障害は、身体機能の一部に不自由があり、日常生活に制約がある状態。知的障害

は、日常生活で読み書き、計算など行う際の知的行動に支障がある状態。精神障害は、脳及

び心の機能や器質の障害によって起きる精神疾患による日常生活に制約がある状態と、この

ような３つの障害が大きく定義されています。

その中でも、この３つの中でも細かくいろんな症状があります。日常生活において支えて

もらえる方がいなくなると、障害を持った方だけでなく高齢のお年寄りも不安になると思い

ます。

例えば、一例をとりますと、障害年金の受給者でいいますと、障害の有期認定の方だと、

ある一定期間を過ぎると診断書の提出を求められます。本人が診断を受けて診断書を提出し

なければなりません。このような手続など、非常に本人にとって負担で大変なことだと思い

ます。このようなさまざまな障害を持っている方の状態を踏まえていただいて質問します。

親族など支えてもらう方がいなくなった場合、成年後見制度や障害者総合支援法等々もあ

りますが、行政としてどのように寄り添いかかわっていくのか。またそのサポート体制につ

いてお答え願います。

質問があれば自席にて行います。

○福祉部次長（辰己 環） はい、議長。

○議長（疋田俊文） 辰己福祉部次長。

○福祉部次長（辰己 環） 障害を持っておられる方のサポート体制ということでご質問いた

だきました。それについて答弁させていただきます。

障害をお持ちの方の相談、サポート体制としましては、河合町の場合、総合相談窓口とし

まして地域包括支援センターで、年齢や障害の種別関係なく、障害や介護、福祉関係の相談

を受けさせていただきまして、アドバイスや専門機関につないだりさせていただいておりま

す。そしてまた、お宅へ訪問させていただいて、本人さんや家族にかわり、無理な方には代

理申請なども行っていっているところでございます。

そして社会福祉課、保健センターの担当者によるサービスについての相談や手続相談など
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も受け付けさせていただいて、対応させていただいているところでございます。

そしてまた、西和７町の行政や地域の障害者団体、事業所などで組織しております西和７

町障害者支援協議会というところとも連携を図りながら、障害を持っておられる方でも暮ら

しやすい河合町であるように取り組んで行きたいというふうに考えております。そしてまた、

成年後見制度なども西和７町圏域で利用できるように協議を今進めているところでございま

す。

以上です。

○２番（大西孝幸） はい、議長。

○議長（疋田俊文） 大西議員。

○２番（大西孝幸） 実際その障害をお持ちでサポートをされている方については、すごく不

安を持っていてはると思うんです。また、相談されるということは、的確な答えが求められ

ていると思いますので、その辺も含めて障害を持っている方の状況、状態をよく考えていた

だいて、ベストな不安が取り除けるような、そういう体制が必要じゃないかと思うんですわ。

それと、午前中、池原議員も質問が多分あったと思うんですけれども、発達障害もそうで

す。実際その見きわめというのはなかなか難しいかなとは思うんですけれども、乳幼児の発

達障害であれば、保健師さんがある程度知識を持って対応をされているのかなとは思うんで

すけれども。

そういう専門的な知識を必要とする職員、今後そういう職員が必要じゃないかなとは思う

んですけれども、その辺についてどうですか。

○福祉部次長（辰己 環） はい、議長。

○議長（疋田俊文） 辰己福祉部次長。

○福祉部次長（辰己 環） 今、河合町には障害の専門という専門職はいてない状況でござい

ますが、今議員言っていただいたように、保健センターの保健師とか、包括支援センター、

障害の専門ではございませんけれども、福祉関係の専門職でありますので、そのような者が

今は対応させていただいているところでございますが、障害担当課としましてもそういう専

門的な職員を配置できるように、またよりよいサポートができるように体制整備を行ってい

きたいというふうに、人事のこともありますので今後検討させていただきたいと思いますの

で、よろしくお願いします。

○議長（疋田俊文） 大西議員。

○２番（大西孝幸） やっぱり実際障害を持ってはって、支えてはる方、障害をお持ちの方も
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そうです。支えてもらう方がいてなくなるというのは、その本人、これからどうしたらええ

ねんと、そういう思いも、家族もそうです。せやから、この親がいなくなったら障害を持っ

た方、この子らはどうなるねんという、そういう物すごく不安な気持ちは持ってはるので、

その辺をよく認識していただいて、今後はそういう職員、ほんまに不安を抱かせないような

相談体制をつくっていただきたいと、そう願います。

これで私の質問を終わります。

○議長（疋田俊文） これにて、大西孝幸議員の質問を終結いたします。

──────────────────────────────────────────────────

◎散会の宣告

○議長（疋田俊文） お諮りします。

本日はこれで散会したいと思いますが、ご異議ございませんか。

（「異議なし」と言う者あり）

○議長（疋田俊文） 異議なしと認めます。

よって、本日はこれをもって散会いたします。

散会 午後 ２時３９分
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